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１ 背景 
 

（背景） 

 阿波市は市町村合併後９年目をむかえております。この間の子育て支援事業は、阿波・市

場・土成・吉野、４町の次世代育成支援行動計画前期計画を基本に、平成２１年度にはこの

事業計画の現状と課題を検証し事業の見直しを行い、後期行動計画として策定し各事業を推

進しています。 

 現在、推進している後期行動計画については、平成２６年度までの計画であり、２７年度

以降の子育て支援事業の方向性は、新たな計画の策定が義務付けられています。 

計画策定は、子ども・子育て支援法等新制度の取り組みを進めることを前提に、今後の阿

波市における子ども・子育て支援事業計画を策定するものです。 

 

 

2 次世代育成支援行動計画後期行動計画に係る関係法令等 
 

 1）次世代育成支援対策推進法 （平成 15 年 7 月）第８条 （市町村行動計画） 

  市町村は、行動計画策定指針に即して、五年ごとに、当該市町村の事務及び事業に関 

し、五年を一期として、地域における子育て支援、母性並びに乳児及び幼児の健康の確 

保及び増進、子どもの心身の健やかな成長に資する教育環境の整備、子どもを育成する 

家庭に適した良質な住宅及び良好な居住環境の確保、職業生活と家庭生活との両立の推 

進その他次世代育成支援対策の実施に関する計画を策定するものとする。 

 

 

2） 少子化社会対策基本法 （平成 15 年 7 月 30 日法律第 133 号） 

 

前文 

 我が国における急速な少子化の進展は、平均寿命の伸長による高齢者の増加とあいまって、

我が国の人口構造にひずみを生じさせ、二十一世紀の国民生活に、深刻かつ多大な影響をも

たらす。我らは、紛れもなく、有史以来の未曾有の事態に直面している。 

しかしながら、我らはともすれば高齢社会に対する対応にのみ目を奪われ、少子化という、

社会の根幹を揺るがしかねない事態に対する国民の意識や社会の対応は、著しく遅れている。

少子化は、社会における様々なシステムや人々の価値観と深くかかわっており、この事態を

克服するためには、長期的な展望に立った不断の努力の積重ねが不可欠で、極めて長い時間

を要する。急速な少子化という現実を前にして、我らに残された時間は、極めて少ない。 

もとより、結婚や出産は個人の決定に基づくものではあるが、こうした事態に直面して、

家庭や子育てに夢を持ち、かつ、次代の社会を担う子どもを安心して生み、育てることがで

きる環境を整備し、子どもがひとしく心身ともに健やかに育ち、子どもを生み、育てる者が

真に誇りと喜びを感じることのできる社会を実現し、少子化の進展に歯止めをかけることが、

今、我らに、強く求められている。生命を尊び、豊かで安心して暮らすことのできる社会の

実現に向け、新たな一歩を踏み出すことは、我らに課せられている喫緊の課題である。  

ここに、少子化社会において講ぜられる施策の基本理念を明らかにし、少子化に的確に対

処するための施策を総合的に推進するため、この法律を制定する。 
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1）事業概要 ページ索引 

事業名 ページ 担当部署課名 

〔1〕乳幼児等医療費助成事業 8 子育て支援課 

〔2〕児童手当支給事業 

   ・児童手当 

・児童扶養手当 

・特別児童扶養手当 

10 

10 

11 

 

子育て支援課 

〔3〕出産祝金支給事業 12 市民課 

〔4〕ファミリー・サポート・センター事業 13 子育て支援課 

〔5〕地域子育て支援拠点事業 

  ・子育て支援センター事業 
14 子育て支援課・保育所 

〔6〕保育事業 

  ・法的根拠 

  ・保育料（経済的支援） 

  ・保育所一覧 

  ・入所児童数（幼保） 

  ・特別保育 

  ・保育所経費 

  ・指定管理者導入概要 

18 

18 

21 

22 

23 

24 

25 

26 

子育て支援課・保育所 

〔7〕保育の質の向上（プログラム）事業 28 子育て支援課・保育所 

〔8〕保育所施設整備事業 29 
子育て支援課・教育総務

課・学校教育課・保・幼・小 

〔9〕子育て短期支援事業 33 子育て支援課 

〔10〕幼稚園での預かり保育事業 34 学校教育課・幼稚園 

〔11〕放課後児童健全育成事業 

  ・放課後児童クラブ・学童保育 

  ・児童館 

35 

35 

37 

子育て支援課 

〔12〕母性並びに乳児及び幼児等の 

健康の確保及び増進事業 

  ・こんにちは赤ちゃん事業 

  ・パパママ教室事業 

  ・乳幼児健診事業 

  ・生活習慣病予防対策事業 

38 

 

38 

 

 

39 

健康推進課 

〔13〕ひとり親家庭等自立支援事業 

  ・母子家庭等の就業支援事業 

42 

42 
子育て支援課 
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  ・母子生活支援施設入所事業 

  ・ひとり親家庭入学祝金支給事業 

  ・交通遺児手当支給事業 

43 

 

 

〔14〕子どもの安全確保事業 

  ・チャイルドシート購入補助金事業 

  ・防犯灯の整備事業 

44 

 

 

防災対策課 

 

〔15〕教育環境の整備 

  ・小学校（英語）学力向上事業 
45 学校教育課 

〔16〕要保護児童対策事業 

  ・家庭児童相談室 

  ・要保護児童対策地域協議会 

  ・障害者自立支援協議会 

46 

子育て支援課 

健康推進課 

社会福祉課 

〔17〕その他 

  ・各種ハンドブック作成配布事業 
46 子育て支援課 

 

2） 後期行動計画メインプラン 

 
 

☆プラン 1 子育て支援サービスの拡充等経済的支援 

（1）乳幼児等医療費助成事業の拡充 

（2）保育料負担の見直しに向けた取り組みの推進 

（3）出産祝金支給事業の充実 

 

☆プラン 2 子育て支援拠点事業等の施設整備 

        （4）地域子育て支援センターの施設整備 

        （5）放課後児童健全育成事業の施設整備 

 

☆プラン ３ 保育サービスの向上 

        （6）民間活力導入の推進 

        （7）幼保一元化に向けた取り組みの推進 

 

☆プラン ４ 子育てと仕事の両立支援の推進 

（8）ファミリー・サポート・センターの設置 

 （9）病児・病後児保育事業の推進 

 

☆プラン ５ 心身ともにたくましく成長する教育環境の整備 

        （10）食育の推進 

        （11）小学校（英語）学力向上事業の充実 

  

☆プラン ６ 家庭・地域の子育て力の充実 

       （12）家庭の教育力の充実  （13）地域の子育て力の充実 
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3） 後期行動計画の事業詳細概要 

   

[1]乳幼児等医療費助成事業 
乳幼児等に係る医療費の一部を保護者に助成することより、疾病の早期発見と治療を促進し、乳 

幼児等の保健の向上と福祉の増進を図るとともに、子育て家庭の経済的負担の軽減に努めています。 

（根拠法令）：乳幼児等医療費助成に関する条例及び条例施行規則 など 

 

【現況】 

阿波市ではこの事業について、所得制限を撤廃し、常に先進的な制度拡充に取り組んできたこと 

から、子育て支援策の充実したまちとしてのイメージが定着してまいりました。 

助成対象者は、現在小学６年生卒業までとしています。 

変更時期 阿波市 

平成 17年 4 月 

（合併当時） 

6 歳未満の入院および通院 

所得制限なし 

平成 18年 10 月 
9 歳未満の入院および通院 

自己負担なし（市が負担） 

平成 20年 10 月 12 歳未満の入院および通院（制度適用率 99％） 

平成 21年 11 月 小学 6年生卒業までの入院および通院 

 

【経費】 

 年度 歳入（円） 歳出（円） 

平成２３年度決算額 県補 44,920,000 
132,950,703 

（対象児童数 3610 人） 

平成２４年度決算額 県補 48,063,000 
132,321,131 

（対象児童数 3555 人） 
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（参考） 

平成２５年度子どもはぐくみ医療費助成制度 市町村の概要 

子どもはぐくみ医療費助成制度について 

事業主体 市町村 

助成内容 子どもが健康保険等で医療を受けた場合の、医療費の自己負担分を助成します。 

平成２５年度における市町村制度状況（平成 25 年９月 1 日現在） 

 対象年齢  支給方法 ※1  所得 

制限※2 

自己 

負担※3 

食事療養 

費の給付 

徳島市  小学校修了まで 現物給付  無  有 無 

鳴門市  小学校修了まで  現物給付  無  有 無 

小松島市  小学校修了まで 現物給付  無  有 無 

阿南市  中学校修了まで 現物給付  無  無 有 

吉野川市  中学校修了まで  現物給付  無  有 無 

阿波市  小学校修了まで  現物給付  無  無 無 

美馬市  中学校修了まで  現物給付  無  無※4 無 

三好市  小学校修了まで  現物給付  有  有 無 

勝浦町  18 歳に達する年度末まで 現物給付  無  無※5 有※5 

上勝町  中学校修了まで 現物給付  無  無 有 

佐那河内村 中学校修了まで 現物給付  無  無 有 

石井町  中学校修了まで  現物給付  無  有 無 

神山町  中学校修了まで 現物給付  無  無 有 

那賀町 小学校修了まで 現物給付 無  無 有 

美波町  中学校修了まで 現物給付  有  有 無 

牟岐町  中学校修了まで  現物給付  無  有 無 

海陽町  中学校修了まで  現物給付  無  有 無 

松茂町  小学校修了まで  現物給付  有  有 無 

北島町  小学校修了まで  現物給付  無  有 無 

藍住町  中学校修了まで  現物給付  無  有 無 

板野町  中学校修了まで  現物給付  無  無 無 

上板町  中学校修了まで 現物給付  有  有 無 

つるぎ町  中学校修了まで 現物給付  無  無 無 

東みよし町  中学校修了まで 現物給付  有  有 無 

※1 現物給付とは、医療機関で保険証と乳幼児等医療受給者証等を提示すれば、治療や薬剤の支給などの 

  サービスが医療機関等からなされ、それに要する費用を市町村が医療機関に支払う制度です。 

   償還給付とは、医療機関等で自己負担をした後、市町村の窓口で払戻を受けることです。 

   なお、県外の医療機関を受診した場合は、全て償還給付となります。 

※2 所得制限は、扶養親族 1 人の場合 570 万円です（扶養親族 1 人追加ごとに 38 万円を加算）。 

※3 自己負担は、「3 歳～小学校修了までの通院」、「6 歳児～小学校修了までの入院」について 1 レセプト 600 円

です。（調剤薬局は除きます） 

※4 美馬市の中 1～中学校修了までの部分については、自己負担があり、食事療養費の給付はありません。 

※5 勝浦町の 7 歳～18 歳に達する年度末までの部分については、自己負担があり、食事療養費の給付はありません。 
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〔２〕児童手当支給事業 
 

≪児童手当≫ 
子育て家庭は、収入に占める養育費や医療費等の負担が高いことから、その経済的負担を軽減す 

るため、児童手当を支給し、子育て家庭の生活の安定に努めています。 

（根拠法令）：２３年度＝平成 22年度等における子どもの手当支給に関する法律 

平成 23 年度における子どもの手当の支給等に関する特別措置法 

    ：２４年度＝児童手当法 

【現況】 

 ①２３年度＝（子ども手当） 次代の社会を担う子どもの健やかな育ちを支援する為に、0 歳～中

学校修了前の子どもを養育している方に支給する。 

②２４年度＝（児童手当） 父母その他の保護者が子育てについての第一義的責任を有するという

基本的認識の下に、児童を養育している者に児童手当を、0歳～中学校修了前の子どもを

養育している方に支給する。 

①２３年度年齢区分支給月額表 

年月 対象年齢 区分 １人当たり月額（円） 

平成 23年 4 月～9月まで 0 歳～中学校修了 一律 13,000 

平成 23年 10 月～24 年 3 月分まで 

3 歳未満 一律 15,000 

3 歳～小学校修了 
第 1子、第 2子 10,000 

第 3 子以降 15,000 

中学生～中学校修了 一律 10,000 

 

②２４年度年齢区分支給月額表 

年月 対象年齢 区分 １人当たり月額（円） 

平成 24年 4 月～ 

3 歳未満 一律 15,000 

3 歳～小学校修了 
第 1子、第 2子 10,000 

第 3 子以降 15,000 

中学生～中学校修了 一律 10,000 

 

【経費】 

 年度 対象児童数（人） 歳入（円） 歳出（円） 

平成２３年度決算額 4392 
国庫負担 498,197,997 

県負担 73,961,997 
646,122,000 

平成２４年度決算額 4187 
国庫負担 394,990,330 

県負担 84,092,330 
563,195,000 
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≪児童扶養手当≫ 
  父又は母と生計を同じくしていない１８歳に達する日以後の最初の３月３１日までにある児童

（政令で定める程度の障害の状態にある場合は２０歳未満の児童）を監護している母又は父（父の場

合は、児童と生計を同じくしていることが必要）、もしくは父母にかわってその児童を養育している

者に支給する制度です。 

  （根拠法令）：児童扶養手当法 

【現況・経費】 

年度 認定者数（受給者数）（人） 歳入（円） 歳出（円） 

平成２３年度決算額 355（342）８月現況届時 
国庫負担 

52,743,260 
158,839,720 

平成２４年度決算額 358（337）８月現況届時 
国庫負担 

53,435,680 
160,300,410 

 

≪特別児童扶養手当≫ 
  子どもの健やかな成長を願って２０歳未満で、精神や身体に常に介護を必要とする程度の障害の

ある子どもを家庭で保護、監督している父又は母、もしくは養育されている者に対し支給する制度

です。 

   （根拠法令）：特別児童扶養手当等支給に関する法律 

 

【現況・経費】 

年度 受給者数（人） 歳入（円） 歳出（円） 

平成２３年度決算額 74 国庫委託金 99,576 県進達 

平成２４年度決算額 61 国庫委託金 96,295  県進達 
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〔３〕出産祝金支給事業 （市単独事業） 
この事業は、新生児に対し出産祝金を支給することにより、出産を祝福し、将来における健全な 

家族構成および阿波市の人口増加に伴う活性化を目的とし該当者に支給しています。 

（根拠法令）：阿波市出産祝金支給に関する条例  阿波市出産祝金支給に関する条例施行規則 

 

【現況】 

区分 
支給額（円） 

平成 17 年度～平成 18年度 平成 19 年度以降 

第１子 10,000 30,000 

第２子 30,000 50,000 

第３子 50,000 100,000 

第４子以降 100,000 200,000 

 

【支給者数・実支出額】 

   項目 

人数 

平成 17 年度 平成 18 年度 平成 19 年度 平成 20 年度 

人 支給額（円） 人 支給額（円） 人 支給額（円） 人 支給額（円） 

第 1子 110 1,100,000 109 1,090,000 91 2,730,000 96 2,880,000 

第 2 子 85 2,550,000 102 3,060,000 91 4,550,000 91 4,550,000 

第 3 子 29 1,450,000 49 2,450,000 32 3,200,000 41 4,100,000 

第 4 子以降 7 700,000 13 1,300,000 8 1,600,000 8 1,600,000 

合 計 231 5,800,000 273 7,900,000 222 12,080,000 236 13,130,000 

 

   項目 

人数 

平成 21 年度 平成 22 年度 平成 23 年度 平成 24 年度 

人 支給額（円） 人 支給額（円） 人 支給額（円） 人 支給額（円） 

第 1子 88 2,640,000 86 2,580,000 79 2,370,000 78 2,340,000 

第 2 子 92 4,600,000 85 4,250,000 90 4,500,000 79 3,950,000 

第 3 子 34 3,400,000 36 3,600,000 43 4,300,000 19 1,900,000 

第 4 子以降 11 2,200,000 19 3,800,000 8 1,600,000 11 2,200,000 

合 計 225 12,840,000 226 14,230,000 220 12,770,000 187 10,390,000 

 

【経費】 

 年度 歳入（円） 歳出（円） 

平成２３年度決算額 市税等 12,770,000 

平成２４年度決算額 市税等 10,390,000 
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〔４〕ファミリー・サポート・センター事業 
仕事と家庭の両立及び地域の子育て支援機能強化の一環として、地域における勤労者等の臨時

的・一時的な保育ニーズに対応するため、会員制で育児に関する相互援助活動を行うことを目的に

設置しています。 

  （根拠法令）：阿波市ファミリー・サポート・センター設置及び事業実施要綱 

補助金要綱   

 

【現況】 

この事業は、平成２２年度に設置準備年で要綱を定め、アドバイザーの設置及び会員登録や事業 

の周知等を実施した後、２３年度から公益財団法人徳島県勤労者福祉ネットワークに委託し援助活 

動を開始しています。 

 

年度 内容 

平成 22 年度 

９月 設置及び事業実施要綱及び会則等の制定 

１０月 アドバイザー募集及び登録会員募集開始 

１１月～１２月 専門講座開催・センター事務局（アドバイザー勤務） 

平成 23 年度 

４月 財団法人徳島県勤労者福祉ネットワーク業務委託契約 

７月 専門講習会等開始 

 年間 登録会員募集 

平成 24 年度 

 ４月 財団法人徳島県勤労者福祉ネットワーク業務委託契約 

 ５月・９月 専門講習会開催 

 ７月～３月 登録会員等交流会開催 

 年間 登録会員募集  

平成 25 年度 

 ４月 公益財団法人徳島県勤労者福祉ネットワーク業務委託契約 

 ５月 こどもフェスタ参加 会員登録啓発活動 

 ６月 専門講習会・交流会開催開始 

 年間 登録会員募集 

 

 

 
依頼会員

（人） 

提供会員

（人） 

両方会員

（人） 
合 計 

活動件数 

（件） 

平成 22 年度末 77 28 8 113  

平成 23 年度末 144 58 18 220 98（12 ヶ月間） 

平成 24 年度末 172 68 22 262 566（12 ヶ月間） 

平成 25年 9 月末 182 78 24 284 517（6 ヶ月間） 

 

 

【経費】 

 年度 歳入（円） 歳出（円） 

平成２２年度決算額 県補 3,267,000 3,383,609 

平成２３年度決算額 
国庫交付金総額（補助率） 

11,486,000 （1/2） 
5,000,000 

平成２４年度決算額 
  国庫交付金総額（補助率） 

   10,579,000 （1/2） 
5,000,000 
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〔５〕地域子育て支援拠点事業 
この事業は、乳幼児やその保護者が相互の交流を行う場所を開設し、子育てについての相談、 

情報提供、助言その他の援助を行う事業です。 

 （根拠法令）：補助金要綱 

実施要件 

① 基本事業 

次のア～エの取組を基本事業としてすべて実施すること。 

ア 子育て親子の交流の場の提供と交流の促進 

イ 子育て等に関する相談、援助の実施 

ウ 地域の子育て関連情報の提供 

エ 子育て及び子育て支援に関する講習等の実施（月１回以上） 

 

【現況】 

子育て支援センターは、専任の保育士を配置し、専用ルームや園庭を開放し、子どもたちが自発

的に遊べる場の提供や、育児相談、情報提供等を実施しています。 

阿波市において、子育て支援拠点事業はひろば型 1箇所とセンター型 1箇所で実施しています。 
 

＜センター型＞ 

地域の子育て支援情報の収集・提供に努め、子育て全般に関する専門的な支援を行う拠点として 

機能するとともに、既存のネットワークや子育て支援活動を行う団体等と連携しながら、地域に根

付いた地域支援活動を展開するものです。 

〈25年度からは、一般型〉 

② 一般型 

・事業内容 

常設の地域子育て支援拠点（以下「拠点施設」という。）を開設し、子育て家庭の親とその子ど

も（主として概ね３歳未満の児童及び保護者）（以下「子育て親子」という。）を対象として①に

定める基本事業を実施する。 

・実施場所 

(ｱ) 公共施設、空き店舗、公民館、保育所等の児童福祉施設、小児科医院等の医療施設などの子育

て親子が集う場として適した場所。 

(ｲ) 複数の場所で実施するものではなく、拠点となる場所を定めて実施すること。 

(ｳ) 概ね１０組の子育て親子が一度に利用しても差し支えない程度の広さを確保すること。 

・実施方法 

(ｱ) 原則として週３日以上、かつ１日５時間以上開設すること。 

(ｲ) 子育て親子の支援に関して意欲のある者であって、子育ての知識と経験を有する専任の者を２

名以上配置すること。（非常勤職員でも可。） 

(ｳ) 授乳コーナー、流し台、ベビーベッド、遊具その他乳幼児を連れて利用しても差し支えないよ

うな設備を有すること。 

・地域の子育て拠点として地域の子育て支援活動の展開を図るための取組 

①に定める基本事業に加えて、市町村からの委託等により、子育て支援活動の展開を図ることを目

的として、次の(ｱ)～(ｴ)に掲げる取組のいずれかを実施するとともに、多様な子育て支援活動を通

じて、関係機関や子育て支援活動を行っているグループ等とネットワーク化を図り、連携しながら、

地域の子育て家庭に対し、よりきめ細かな支援を実施する場合について、別途加算の対象とする。 

(ｱ) 拠点施設の開設場所を活用した一時預かり事業またはこれに準じた事業の実施 

(ｲ) 拠点施設の開設場所を活用した放課後児童健全育成事業またはこれに準じた事業の実施 

(ｳ) 拠点施設を拠点とした乳児家庭全戸訪問事業または養育支援訪問事業の実施 

(ｴ) その他、拠点施設を拠点とした市町村独自の子育て支援事業（未就学児をもつ家庭への訪問動

等）の実施 
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＜ひろば型＞ 

常設のひろばを開設し、子育て家庭の親とその子どもが気軽に集い、うちとけた雰囲気のなかで 

語り合い、相互に交流を図る場を提供するものです。 

〈25年度からは、地域機能強化型〉 

③ 地域機能強化型 

・事業内容 

①及び②の取組に加えて、子育て親子が子育て支援に関する給付・事業の中から適切な選択ができる

よう、地域の身近な立場から情報の集約・提供を行う利用者支援や、親子の育ちを支援する世代間交

流や訪問支援、地域ボランティアとの協働による支援などの地域支援を実施する。 

・実施場所 

公共施設、空き店舗、公民館、保育所等の児童福祉施設、小児科医院等の医療施設などの子育て親子

が集う場として適した場所であって、特に地域の子育て支援の拠点となるよう効果的・継続的な事業

実施が可能でかつ地域社会に密着した場所。 

・実施方法 

(ｱ) 原則として週５日以上、かつ１日５時間以上開設すること。 

(ｲ) 育児、保育に関する相談指導等について相当の知識・経験を有する者であって、地域の子育て事

情や社会資源に精通した専任の者を２名以上配置すること。（非常勤職員でも可。少なくとも１名

は常勤職員とすることが望ましい。）ただし、下記の（ｱ）利用者支援を実施する場合は３名以上配

置すること。専任の者のうち１名は次に掲げる利用者支援に関する取組に専念すること。 

・利用者支援及び地域支援 

地域機能強化型にあっては、①に定める基本事業に加えて以下に掲げる利用者支援に関する取組又

は地域支援に関する取組のいずれかあるいは両方を必ず実施すること。 

(ｱ) 利用者支援 

多様な子育て支援に関する給付・事業の中から子育て親子等が適切に選択できるよう地域の身近な

立場から支援する以下に掲げるいずれかの取組。 

ａ 子ども・子育て支援法、就学前の子どもに関する教育、保育等の総合的な提供の推進に関する法律

の一部を改正する法律並びに子ども・子育て支援法及び就学前の子どもに関する教育、保育等の総合

的な提供の推進に関する法律の一部を改正する法律の施行に伴う関係法律の整備等に関する法律（以

下「子ども・子育て関連３法」という。）の円滑な施行を目指し、認定こども園、幼稚園、保育所な

どの教育・保育施設や地域の子育て支援のための事業の利用についての情報集約・提供に関する取組 

ｂ 子ども・子育て関連３法の円滑な施行を目指し、認定こども園、幼稚園、保育所などの教育・保育

施設や地域の子育て支援事業の利用にあたっての相談に関する取組 

ｃ 認定こども園、幼稚園、保育所などの教育・保育施設や地域の子育て支援事業の利用支援・援助に

関する取組 

(ｲ) 地域支援 

地域全体で、子どもの育ち・親の育ちを支援するため、地域の実情に応じ、地域に開かれた運営を

行い、関係機関や子育て支援活動を実施する団体等と連携の構築を図るための以下に掲げるいずれか

の取組 

ａ 高齢者・地域学生等地域の多様な世代との連携を継続的に実施する取組 

ｂ 地域の団体と協働して伝統文化や習慣・行事を実施し、親子の育ちを継続的に支援する取組 

ｃ 地域ボランティアの育成、町内会、子育てサークルとの協働による地域団体の活性化等地域の子育

て資源の発掘・育成を継続的に行う取組 

ｄ 本事業を利用したくても利用できない家庭に対して訪問支援等を行うことで地域とのつながりを

継続的に持たせる取組 
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○さくらんぼルーム（地域機能強化型子育て支援センター） 

  平成２２年度に移転して開設している子育て支援センター（さくらんぼルーム）は、児童数の減 

少等で廃校した日開谷幼稚園（旧市場町）を改修し、支援センターとして活用。 

センター周辺環境は、豊かな自然に恵まれ、のどかな田園風景の広がる農村地帯である。子育て 

に不安をもつ保護者にとり、安らぎの空間場所となるよう利用を促進。  

センター施設の中に併設する NPO 法人「めだかの学校」は、地域のボランティア団体の人たちの 

活動拠点としても利用されている。 

  センターを利用する親子と地域のボランティア団体のメンバーは、ほぼ毎日のように交流をもち、 

この交流を通し子育て経験のあるボランティアメンバーのアドバイス等を受けている。 

また、センターすぐ北側には廃校された日開谷小学校を改修し、高齢者共同生活施設「城王いこ 

いの郷」も設置されている。施設に入所している高齢者は、子どもたちと関わることにより、生き 

がいを見出し寂しさがやわらぎ、子どもたちとのふれあいが楽しみとなっている。支援センターで 

は親子と地域の人たちとの交流の輪を広げ、自然体験や野菜づくり、運動会や川遊びなどの事業を 

実施している。 

 

  
       ▲地域機能強化型子育て支援センター 地域住民との交流会風景写真 

 

 

 

 

 

 センター名 場所 対象者 開設日時 

ひろば型 さくらんぼルーム 市場町 子育て中の親子 

（主に保育所等に入所していない 

3 歳児以下の乳幼児とその保護者） 

毎週 

月～金 

9 時～16時 

（土・日・祝日、

年末年始除く） 
センター型 わんぱく広場 土成町 

 

 

 

センター名 年度 1 日平均利用組数 職員数 

さくらんぼルーム 
平成 23 年度 14 組 正規保育士 1人 

臨時保育士 2人 平成 24 年度 12 組 

わんぱく広場 
平成 23 年度 8 組 正規保育士 1人 

臨時保育士 1人 平成 24 年度 7 組 
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センター名 施設概要 施設整備等（大規模改修） 事業費（円） 

さくらんぼルーム 

（旧日開谷幼稚園跡） 

総面積 271 ㎡  

センター専用 65㎡ 

平成 22 年度事業 

地域活性化・きめ細かな交付金 

床暖房設置改修工事（10/10） 

5,187,000 

わんぱく広場 

（土成中央保育所内） 

床面積 1128.61 ㎡ 

センター専用 194.5 ㎡  

平成 22 年度事業 

地域活性化・きめ細かな交付金 

土成中央保育所床暖房設置工事 

         （10/10） 

2,842,350 

 

 

 

【経費】 

年度 歳入（円） 歳出（円） 

平成２３年度決算額 
国庫交付金総額 

11,486,000 
23,532,114 

平成２４年度決算額 
国庫交付金総額 

10,579,000 
24,055,113 
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〔６〕保育事業 
  

 ≪保育所≫ 
  保育所とは、家族（父母や祖父母など）が仕事や病気等いろいろな事情のため、家庭で保育でき 

ない生後８ヶ月～４歳までの児童を、保護者の委託を受けて保育を行うことを目的に設置した児童

福祉施設です。 

（根拠法令）：児童福祉法 

第二十四条 市町村は、保護者の労働又は疾病その他の政令で定める基準に従い条例で定める事由に

より、その監護すべき乳児、幼児又は第三十九条第二項に規定する児童の保育に欠けるところがある

場合において、保護者から申込みがあつたときは、それらの児童を保育所において保育しなければな

らない。ただし、保育に対する需要の増大、児童の数の減少等やむを得ない事由があるときは、家庭

的保育事業による保育を行うことその他の適切な保護をしなければならない。 

第三十九条 ② 保育所は、前項の規定にかかわらず、特に必要があるときは、日日保護者の委託を

受けて、保育に欠けるその他の児童を保育することができる。 

第三十五条 ③ 市町村は、厚生労働省令の定めるところにより、あらかじめ、厚生労働省令で定め

る事項を都道府県知事に届け出て、児童福祉施設を設置することができる。 

第五十六条 ③ 第五十条第六号の二に規定する保育費用を支弁した都道府県又は第五十一条第四号

若しくは第五号に規定する保育費用を支弁した市町村の長は、本人又はその扶養義務者から、当該保

育費用をこれらの者から徴収した場合における家計に与える影響を考慮して保育所における保育を行

うことに係る児童の年齢等に応じて定める額を徴収することができる。 

 

（根拠法令）：阿波市立保育所設置及び管理に関する条例 ・ 条例施行規則 

      ：阿波市立保育所保育の実施に関する条例  ・ 条例施行規則 外８要綱 

阿波市立保育所設置及び管理に関する条例 （抜粋） 

 (設置) 

第 1 条 本市は、保育に欠ける乳児又は幼児を日日その保護者の委託を受けて保育するため、児童福

祉法(昭和 22 年法律第 164 号。以下「法」という。)第 39 条に定める保育所を法第 35 条第 3項の規定

に基づき設置する。 

中略 

 (入所資格) 

第 4 条 保育所に入所できる者は、阿波市立保育所保育の実施に関する条例(平成 17 年阿波市条例第

99 号)第 2 条に規定する保育の実施基準に該当する者とする。 

(保育料) 

第 5 条 乳児又は幼児の保育については、法第 56 条第 3項の規定に基づき、保育料を徴収する。 

http://srb.legal-square.com/HAS-Shohin/jsp/SVDocumentView
http://srb.legal-square.com/HAS-Shohin/jsp/SVDocumentView
http://srb.legal-square.com/HAS-Shohin/jsp/SVDocumentView
http://srb.legal-square.com/HAS-Shohin/jsp/SVDocumentView
http://srb.legal-square.com/HAS-Shohin/jsp/SVDocumentView
http://srb.legal-square.com/HAS-Shohin/jsp/SVDocumentView
http://srb.legal-square.com/HAS-Shohin/jsp/SVDocumentView
http://srb.legal-square.com/HAS-Shohin/jsp/SVDocumentView
http://srb.legal-square.com/HAS-Shohin/jsp/SVDocumentView
http://srb.legal-square.com/HAS-Shohin/jsp/SVDocumentView
http://srb.legal-square.com/HAS-Shohin/jsp/SVDocumentView
http://srb.legal-square.com/HAS-Shohin/jsp/SVDocumentView
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中略 

 (指定管理による管理) 

第 7 条 保育所の管理は、地方自治法(昭和 22年法律第 67号)第 244 条の 2第 3項の規定により、法

人その他の団体であって市長が指定するもの(以下「指定管理者」という。)に行わせることができる。 

以下略 

阿波市立保育所設置及び管理に関する条例施行規則（抜粋） 

 (通則) 

第 1 条 阿波市立保育所条例阿波市立保育所設置及び管理に関する条例(平成 17 年阿波市条例第 98

号。以下「条例」という。)の施行について必要な事項は、この規則の定めるところによる。 

(保育時間) 

第 2 条 保育所の保育時間は、次のとおりとする。ただし、市長が必要と認めたときは、保育時間を

変更することができる。 

(1) 月曜日から金曜日まで 午前 8時 30 分から午後 5時 15 分まで 

(2) 土曜日 午前 8時 30 分から午後 0時 15 分まで 

(乳児等の引率義務) 

第 3 条 乳児又は幼児の登所降所は、保護者が引率し、責任をもって行わなければならない 

阿波市立保育所保育の実施に関する条例（抜粋） 

 (趣旨) 

第 1 条 この条例は、児童福祉法(昭和 22 年法律第 164 号)第 24 条第 1項の規定に基づき、保育の実

施に関し必要な事項を定めるものとする。 

(保育の実施基準) 

第 2 条 保育の実施は、児童の保護者のいずれもが次の各号のいずれかに該当することにより、当該

児童を保育することができないと認められる場合であって、かつ、同居の親族その他の者が当該児童

を保育することができないと認められる場合に行うものとする。 

(1) 居宅外で労働することを常態としていること。 

(2) 居宅内で当該児童と離れて日常の家事以外の労働をすることを常態としていること。 

(3) 妊娠中であるか又は出産後間がないこと。 

(4) 疾病にかかり、若しくは負傷し、又は精神若しくは身体に障害を有していること。 
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(5) 長期にわたり疾病の状態にある又は精神若しくは身体に障害を有する同居の親族を常時介護し

ていること。 

(6) 震災、風水害、火災その他の災害の復旧に当たっていること。 

(7) 市長が認める前各号に類する状態にあること。 

以下略 

阿波市立保育所保育の実施に関する条例施行規則（抜粋） 

 (趣旨) 

第 1 条 この規則は、阿波市立保育所保育の実施に関する条例(平成 17年阿波市条例第 99号。以下「条

例」という。)の施行について必要な事項を定めるものとする。 

中略  

(保育料) 

第 8 条 市長は、保育所に入所した児童又はその扶養義務者(民法(明治 29 年法律第 89 号)に定める扶

養義務者をいう。以下「納入義務者」という。)から法第 56 条第 3項の規定に基づく保育料(以下「保

育料」という。)を徴収する。 

2 保育料の額は、当該児童の属する世帯の階層区分及び当該児童の年齢区分によって別表に定めると

ころにより、決定する。 

3 保育料は、児童が月の途中で保育所へ入所又は保育所を退所した場合、当月分を徴収するものとす

る。 

4 第 2 項の規定により保育料の額を決定したときは、保育料決定通知書により納入義務者に通知する

ものとする。また、その額を変更したときは、保育料変更通知書により納入義務者に通知するものと

する。 

(保育料の減免) 

第 9 条 市長は、前条第 1項の納入義務者が次の各号のいずれかに該当すると認めるときは、保育料

を減額し、又は免除することができる。 

(1) 死亡したとき。 

(2) 失業、疾病等により著しく所得が減少したとき。 

(3) 傷病等により不測の出費を要し、その額が著しく大きいとき。 

(4) 天災その他これに類する災害により、著しい損害を被ったとき。 

(5) その他市長が特に必要と認める事由が生じたとき。             以下略 
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別表                                     （単位：円） 

各月初日の入所児童の属する世帯の階層区分 保育料徴収金基準額(月額) 

階層区分 定義 3 歳未満児 3 歳児 4 歳以上児 

第 1階層 

生活保護法(昭和 25 年法律第 144 号)による被保

護世帯(単給世帯を含む。)及び中国残留邦人等の

円滑な帰国の促進及び永住帰国後の自立の支援

に関する法律(平成 6年法律第 30号)による支援

給付受給世帯 

0 0 0 

第 2 階層 第1階層及び第5階

層から第 10 階層ま

でを除き、前年度分

の市町村民税の額

の区分がそれぞれ

次の区分に該当す

る世帯 

非課税世帯 5,000 4,000 4,000 

第 3 階層 均等割のみの世帯 11,000 8,500 8,000 

第 4 階層 所得割課税世帯 14,000 11,900 11,000 

第 5 階層 

第 1階層を除き、前

年分の所得税課税

世帯であって、その

所得税の額の区分

がそれぞれ次の区

分に該当する世帯 

40,000 円未満 17,800 15,300 15,300 

第 6 階層 40,000円以上62,500円未満 24,000 22,000 21,000 

第 7 階層 62,500 円以上 103,000 円未満 31,000 26,000 25,000 

第 8 階層 103,000 円以上 177,500 円未満 35,000 28,000 27,000 

第 9 階層 177,500 円以上 413,000 円未満 39,000 30,000 27,000 

第 10 階層 413,000 円以上 41,000 32,000 28,000 

       

【現況】 

 〈子育て支援サービスの拡充等経済的支援〉 

 

（保育料負担の軽減） 

 阿波市の保育料保護者負担は、国の８階層区分をさらに１０階層（所得税額区分の細分化）

に区分しています。 

 阿波市において、階層区分別基準額の設定は国の各階層区分をそれぞれ 100 として、その

低減の各階層全体を平均し、率にして 56.7％の経済的支援をしております。 

 よって、保護者の負担軽減率は 43.3％で国の基準額の約４割強軽減しております。 

 また、年齢ごとの階層で最も該当世帯の多い階層は５階層（国は４階層）で、この階層の

軽減率をより高くし、多くの保育料負担世帯に経済的支援がうけられるよう設定しています。 

 さらに、同時入所減免や多子世帯の減額等でなお一層の保育料負担軽減を図っています。 

 ※軽減率が高いほど保育料負担軽減が大きい ※低減率が低いほど経済的支援の拡充が大 

きい 
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○年齢ごとの階層で最も該当世帯の多い５階層区分データ 

年齢 
ａ阿波市基準額（b国基準額） 

ａ／ｂ＝低減率 

年度 

（平成） 
①区分該当児童数 ①／年齢別全児童数（率） 

3 歳児未満 
17,800 円（30,000 円） 

59.33％ 

23 年度 75 人 75／312（24％） 

24 年度 84 人 84／348（24％） 

3 歳児 
15,300 円（27,000 円） 

56.66％ 

23 年度 52 人 52／208（25％） 

24 年度 47 人 47／204（23％） 

4 歳児以上 
15,300 円（27,000 円） 

56.66％ 

23 年度 30 人 30／136（22％） 

24 年度 37 人 37／146（25％） 

 

※県内近隣市町村の世帯階層区分及び当該児童の年齢区分の保育料基準額は、資料編Ｐ57～59 参考 

 

○阿波市立保育所一覧 

名称 位置 備考 

一条保育所 吉野町西条字岡ノ川原 135 番地 
Ｈ27.4 開所予定 

一条幼・吉野中央保 幼保連携施設整備 

吉野中央保育所 吉野町西条字大野神 39番地 5 
Ｈ27.4 開所予定 

一条幼・一条保 幼保連携施設整備 

柿原保育所 吉野町柿原字ヒロナカ 256 番地 1  

土成中央保育所 土成町吉田字山の神 23番地 1 土成中央幼との幼保一体化施設 

市場保育所 市場町市場字上野段 664 番地  

大俣保育所 市場町上喜来字窪二俣 1781 番地 3  

八幡第一保育所 

市場町大野島字稲荷 179 番地 1 

Ｈ24.12 市場町山野上字立石 48 

（仮設保育所） 

Ｈ26.4 開所予定 

八幡幼・八幡第二保 幼保連携施設整備 

八幡第二保育所 市場町山野上字立石 48番地 
Ｈ26.4 開所予定 

八幡幼・八幡第一保 幼保連携施設整備 

伊沢保育所 阿波町南柴生 168 番地  

林保育所 阿波町東整理 121 番地 1  

久勝保育所 阿波町野神 93 番地 
Ｈ25.4 指定管理者による管理運営開始

（有）かもめ体育保育園 
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○阿波市幼稚園入園・保育所入所 年齢別児童数一覧表（4町トータル） 

町名 年齢 
平成 23.24 年度保は 3月 1日、平成 25年度幼保は 5月 1日現在 

平成 23 年度 平成 24 年度 平成 25 年度 

吉野 

 

（一条保） 

（吉野中央） 

（柿原保） 

 

（一条幼） 

（柿原幼） 

0 歳児 14 13 1 

1 歳児 20 25 25 

2 歳児 34 30 32 

3 歳児 37 36 30 

4 歳児 39 32 29 

4 歳児 24 19 22 

5 歳児 47 63 52 

小計 215 218 191 

土成 

 
（土成中央保） 

 

 

（土成中央幼） 

0 歳児 15 7 6 

1 歳児 29 38 21 

2 歳児 35 32 52 

3 歳児 36 41 32 

4 歳児 0 0 0 

4 歳児 67 41 54 

5 歳児 75 74 47 

小計 257 233 212 

市場 

（市場保） 
（八幡第一保） 

（八幡第二保） 

（大俣保） 

 

（市場幼） 

（八幡幼） 

（大俣保） 

0 歳児 7 17 3 

1 歳児 24 21 24 

2 歳児 42 36 31 

3 歳児 50 55 41 

4 歳児 52 30 29 

4 歳児 29 39 46 

5 歳児 69 84 67 

小計 273 282 241 

阿波 

（伊沢保） 

（林保） 

（久勝保） 

 

（伊沢幼） 

（林幼） 

（久勝幼） 

0 歳児 21 34 14 

1 歳児 47 43 50 

2 歳児 67 52 51 

3 歳児 76 74 63 

4 歳児 66 69 67 

4 歳児 30 12 21 

5 歳児 85 100 88 

小計 392 384 354 

合計 1137 1117 998 
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○特別保育等実施状況 

 

≪一時預かり事業≫ （子育て交付金対象事業） 
 目 的：児童の保護者の就労形態の多様化に伴う一時的な保育及び保護者の疾病等による緊急時 

の保育に対応するため、一時保育事業を実施し、もって児童の福祉の増進を図ることを目 

的とする。 

 

内 容：満 1歳以上の児童で、保育所開所日のうち毎週月～金の 8：30～17：00 まで。 

①非定型的保育事業・・家庭における何らかの事由により保育が困難となる児童、入所児 

童との交流を必要とする児童等の保育で、週３日程度（１ヶ月１２日）を限度とする。 

②緊急保育事業・・保護者の疾病、災害、事故、出産、看護、介護又は冠婚葬祭等社会的 

にやむを得ない事由により、緊急・一時的に家庭における育児が困難となり保育が必要と 

する児童の保育で２ヶ月を限度とする。 

 実施場所：土成中央保育所（一時保育事業の専任保育士を配置） 保育料：日額２，０００円 

 

【利用実績】 

年度 
年間延利用児童数 

（補助対象外児童数） 
開所日数（年間） 

平成２３年度 ２６９人（３０人） １５７日 

平成２４年度 ４８６人（３１６人） ２４５日 

 

【経費】 

年度 歳入（円） 歳出（円） 

平成２３年度決算額 

国庫交付金総額 

11,486,000 

一時保育事業保育料 

538,000 

3,779,100 

平成２４年度決算額 

国庫交付金総額 

10,579,000 

一時保育事業保育料 

972,000 

3,646,850 

 

≪延長保育事業≫ 
 目 的：児童の保護者の就労形態の多様化に対応するため、延長保育をすることにより、児童及びその家

庭の福祉の増進に資することを目的とする。 

 

 内 容：市立保育所に入所している児童の保護者の就労形態、残業等でやむ負え得ない事情のため延長保 

育が必要な児童に対し、保育所開所日のうち、毎週月～金の１９：００まで保育する。 

 実施場所：市内全保育所  保育料：月額２，５００円 又は 日額２５０円 

【利用実績】 

年度 利用延べ人数（人） 歳入（円）（特別保育利用料） 

H23 年度 1500 296,250 

H24 年度 1088 234,250 

 

≪早朝保育≫ 保育所開所時間 ７：３０～８：３０までの１時間   保育料：無料 

≪土曜保育≫ 土曜日の午前中開所 ７：３０～１２：１５まで開所  保育料：基準の保育料に含む 
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【経費】 

保育料歳入 
単位：円 

 費用区分 

各 年 度 決 算 額 決算見込額 当初予算額 

H22 H23 H24 H25 

保育所 保育所 保育所 保育所 

保 育 所 

（11 ヶ所） 

保育料収納額 117,028,000 114,039,600 105,998,600 114,356,000 

一般財源 

（普通交付税及び市税等） 
696,890,610 688,377,080 705,068,235 711,763,000 

 

保育所費歳出 
単位：円 

 費用区分 

各 年 度 決 算 額 決算見込額 当初予算額 

H22 H23 H24 H25 

保育所 保育所 保育所 保育所 

保育所 

（11 ヶ所） 

人件費等  668,642,846 654,940,676 655,863,728 600,764,000 

運 営 費 133,203,549 133,902,872 131,988,393 
211,743,000 

（指定管理料含む） 

維持管理費 12,072,215 13,573,132 23,214,714 13,612,000 

総 計（Ａ+Ｂ） 813,918,610 802,416,680 811,066,835 826,119,000 
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≪保育所指定管理者導入概要≫     久勝保育所 →    

１ 指定管理者制度の概要 
平成１５年９月、地方自治法の一部が改正され、公共団体、公共的団体や特定の出資法人に限って「公の

施設」の管理を委託できるとされていた「管理委託制度」が廃止になり、新たに市が直接管理している施設

について、自治体が認めた指定管理者に管理運営を委託する「指定管理者制度」が創設されました。 

 

2 保育所への導入について 
☆導入の基本的な考え方（方向性） 

  平成２０年６月に設置した、児童福祉施設（保育所等）の指定管理者制度導入等検討委員会で、保育所 

の今後の運営について検討が行われ、最終的な報告を平成２２年２月に市長へ答申されています。 

 

（答申書要約）※答申書写し 資料編Ｐ 参考 

検討委員会で協議された答申書は市長へ提出され、阿波市立保育所の指定管理者制度導入について要望 

されております。この答申書を受け、本市の方向性として児童保育の根幹を揺るがすことなく、阿波・市

場の保育所の中から、モデル施設として１箇所制度導入を目指すこととなりました。 

 

（重要施策の一環） 

阿波市次世代育成支援行動計画後期計画（次世代育成支援対策推進法に基づく計画）のメインプランの

１事業として、民間活力導入を積極的に推進しますと位置づけております。このことから、保育所への指

定管理者制度の導入を目指すこととしています。 

 

☆導入の目的 

多様化する住民ニーズに、行政と民間との適切な役割分担の下、効果的、効率的に対応するため民間活

力を導入し、保育サービスの拡充と向上を図ることを目的とします。 

 

☆管理運営に対する基本的な考え方 

  保育所は保育の充実に努力することに加えて、地域の子育て家庭の育児についての不安や悩みに、専門

知識や経験を生かして支援していくことも大切な役割となっています。 

また、地域に開かれ、地域の人々に支えられた保育所として、保護者同士のつながりの支援を始め、地

域住民や他の保育所等とも幅広い連携を深める必要があります。 

 

☆保育所指定管理者制度導入の経緯 

（1）Ｈ20 年度～21 年度の２箇年かけ指定管理者制度導入等検討委員会での協議（全 7回） 

（2）Ｈ22.2.10  （1）の検討委員会から市長へ答申書の提出 

（3）Ｈ20 年度～23 年度の３箇年余かけ保護者説明会、職員対象説明会等（全 33 回） 

（4）Ｈ22 年度～23 年度にかけ、議会委員会等に提案説明（全 3回） 

（5）平成 24 年 3 月 平成 24 年第 1回定例議会に阿波市立保育所条例の一部改正提案 

（6）平成 24 年 3 月 19 日 上記条例改正承認  

（7）導入施設選定 

導入するにあたっては、管理運営要件を様々な角度から勘案しなければならないため、次の要件を比較

対照し、よりよい施設を選定。 

①平均した充足率 ②児童の受入れ年齢（8ヶ月～4歳児） ③施設の建築年度 

④地域バランス（地理的条件） ⑤アクセス（交通の便） ⑥特別保育の需要 

（8）平成 24 年 4 月 25 日 久勝保育所保護者会総会で、25 年度 4月目標に導入する説明 

（9）平成 24 年 5 月 1日 広報阿波 5月号 阿波市立久勝保育所への指定管理者制度導入周知 
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（10）平成 24年 6 月指定管理者公募開始 

公募～管理運営開始までのフロー 
 

Ｈ24.6.15第 1回選定委員会 

             

Ｈ24.6.20 公 募 
申請書受付期間 Ｈ24.7.23～Ｈ24.8.10まで 

現地説明会Ｈ24.7.5（久勝保育所にて、4社参加） 

提案書提出者Ｈ24.8.10締め切り（3社提出） 

                                               

      Ｈ24.8.17第 2回選定委員会 

                 

      Ｈ24.8.21 第 3回選定委員会                 
 

 

 

 

 

 

 

               Ｈ24.9.27  議会の議決承認  

                              

Ｈ24.11.15基本協定書締結 （有）かもめ体育保育園                     

              

 Ｈ24.10～Ｈ25.3（引き継ぎ保育） 

 

        Ｈ25.4.1年度協定書締結（有）かもめ体育保育園による管理運営スタート 

 

☆指定管理者による管理・運営の期間 

（1）指定管理期間  平成２５年４月１日 から 平成３０年３月３１日 までの５年間  

（2）保育料の収受に関すること。  

 保育料は市の基準額（保育所保育の実務に関する条例施行規則）を市が徴収します。 

☆指定管理者が行う業務内容追加提案 

項 目 提案する業務 現在の業務 

（1）早朝保育 
・平日（月～金）7：00～ （土） 7：30～ 

・利用料 無料 

・平日（月～土）7：30～ 

・利用料 無料 

（2）延長保育 

・土曜日 12：15～17：30 

・利用料 １日（回）＠800 

・給食・おやつ 有り 

・土曜日 12：15 まで 

・軽食 

（3）乳児保育 ・生後 ６ヶ月から ・生後 ８ヶ月から 

（4）休日保育 

・祝祭日 8：30～17：30 

・利用料 １日（回）＠2500 

・給食・おやつ 無（持参） 

・無 

入所申し込み受付は 
１１月、従来通り、市で受付致します。 

公募要領等の作成、ホームページ等

により公募 

結果の通知・候補者決定公表 

・指定の議案上程 

・選定結果報告 

（1）応募状況及び評価（審査）要綱説明 

（2）一次審査（書類審査） 資格要件の有無 

（1）二次審査ヒアリング（プレゼンテーション） 

（2）採点・集計 

（3）指定管理候補者選定協議・決定 
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〔７〕保育の質の向上（プログラム）事業 
 

≪幼保一体化職員研修事業≫ 
 保育サービスの多様化に伴って生じる幼稚園と保育所の抱える問題点を解決するべく、幼稚園と保育所の

一体化を図り、就学前の子どもに関する教育、保育等の総合的な提供を推進する事業です。 

 保育及び教育を一体的に行うためには保育の内容や方法をを見直し、改善・向上が図られなければならず

そのためには保育所・幼稚園の職員間の交流や研修を実施し、幼保一体化に向けた職員の意識改革と資質の

向上を目的とした研修の実施です。 

 

【実績】 

○平成 24年度保育の質の向上のための視察研修会 

（1）視察先  愛媛県松山市 認定こども園 椿幼稚園 はなみずき保育園 

   日時  平成 24年 11 月 13 日   

講師  大村園長・乗松幼稚園部主任・稲葉保育部主任 

受講者 幼稚園職員 9・保育所職員 22・教育委員会、福祉事務局等 10 

 

 ※研修のまとめ 

  今回の視察研修で、幼保一体化に向けた取り組みは、事務方と現場方が十分な協議をし、合意の下で一 

体化されなければ、真の幼保連携型認定こども園とはいえないであろう。 

 国の基準、地域主権による地域の裁量による県の基準等、法に基づく事務事業は内閣府で一本化され事 

務方については整備されたと思われる。（多少、官民の温度差は感じた。） 

 しかしながら、実際に子どもを保育・教育する現場では、幼稚園と保育所がもつそれぞれのニーズや課 

題、文化を一体化するためには時間を要する。急速に一体化すると無理が生じると思われる。 

 そのためには、事務方の机上論でなく、むしろ現場方が事務方をリードするくらいの職員の意識改革が 

求められる。改革の一方策として、職員の保育所から幼稚園、幼稚園から保育所への配属をすることに 

より、幼保の互いの立場を理解し認め合うことができる。 

 このことにより、1児童が 0歳～5歳までの連続した保育・教育が豊かに受けることができると考えら 

れる。ついては、各職員の配置に重点を置き、将来的に設置する幼保連携型認定こども園がスムーズに 

開所できるよう整備を進めることが望まれる。 

 

 

（2）視察先  美馬市脇町 江原認定こども園  

   日時  平成 25年 3 月 14 日 

   講師  藤川園長・江原認定こども園職員 

   受講者 幼稚園職員 9・保育所職員 12・教育委員会、福祉事務局 4 

  

※研修のまとめ 

   今回の視察研修は、24 年 4月に開所した美馬市の新設認定こども園の園長はじめ職員の方の、具体 

的な話が聴けた。 

美馬市では、認定こども園の施設整備施工前から、職員の配置や幼保の交流、研修を実施し認定こど 

も園としての管理運営をスタートさせるため各職員が認識を深めていった。その期間は約 2年かけ行 

った。このことにより、職員間の意識高揚を図った。 

また、美馬市全域の保育施設における、保育サービスの統一化が、認定こども園と現行の幼稚園と保 

育所では異なるため、その整合性を図るためには、保護者や議会への説明に時間を要すると思われる。 

さらに、保育サービスの拡充とともにそのサービスに伴う利用料（保育料）の設定においても検討し 

ておいた方が良いと思われる。 

いずれにしても、新たな幼保の管理運営がスタートするには、職員の意識改革と事務的作業に時間と 

労力が必要不可欠である。 
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〔８〕保育所施設整備事業 
 

≪幼保連携施設整備事業≫ 

○平成２３年度八幡地区・一条地区 幼保連携施設整備事業基本計画策定 
 ≪基本計画策定の概要≫ 

 阿波市では、公立保育所 11 カ所・公立幼稚園 9園を設置し、幼児教育、保育等を行っています。 

 施設については、保育所及び幼稚園ともに老朽化が進んでおり、抜本的な施設の安全対策を図り、子ども

たちが安心して過ごせる環境を整備することが急務であると考えています。 

 このような中、阿波市の児童福祉施設の運営方法等を検討する委員会が設置され、最終的な意見が答申さ

れました。この答申書を踏まえ、本市では保育所の統廃合に併せ、幼稚園との幼保連携施設整備を図ること

になりました。 

≪基本計画策定の目的≫ 

 保育所の統廃合による施設整備を実施するにあたり、就学前の子どもに対する教育及び保育並びに保護者

に対する子育て支援を総合的に提供できる機能を備える幼保連携施設を整備することとし、その基本的な計

画を策定することが目的です。 

 

 ≪経緯≫ 

年度 月日 事項 備考 

Ｈ20 

～ 

Ｈ21 

Ｈ20.6.1 
★阿波市保育所・児童館・放課後児童クラブ指定管理者制度

導入検討委員会設置 
延７回協議 

Ｈ22.2.10 ★答申書の提出 ※資料編Ｐ72 参考 

Ｈ22.3 ★定例議会 保育所の再編・新築協議 

Ｈ22 

8.6 
★文教厚生常任委員会の開催 

（議会閉会中の継続調査） 
保育所統廃合協議 

9.1 ★定例議会初日 上記委員長報告 継続調査報告 

10.21 ★当該保育所保護者アンケート実施 
実施期間 10/15～21 

７日間 

12.8 ★当該保育所保護者会説明会 
開催日 延４日 

12/ 8.14.17.21 

Ｈ23１～3 ★施設整備検討地事前調査業務委託 （株）四電技術ｺﾝｻﾙﾀﾝﾄ 

23.3 
★定例議会 合併特例債の起債運用事業説明 

★文教厚生常任委員会 

幼保連携施設整備事業 

保育所統廃合協議 

Ｈ23 

Ｈ23.6 
★幼保連携施設整備事業基本計画策定業務委託費予算計上 

★文教厚生常任委員会委員長報告 

６月補正 

基本計画策定説明 

8.15 ★幼保連携施設整備基本計画等策定検討委員会設置 ※資料編Ｐ74 参考 

12.20 ★基本計画（素案）議会全員協議会説明  

Ｈ23.12 ★基本計画（素案）パブリックコメントの実施 意見はなし 

Ｈ23.12 ★基本計画策定、製本  
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≪根拠となる基本計画等≫ 

★第１次阿波市総合計画 ・基本構想：安全・安心なまちづくり 

 ・基本計画：子育て支援の充実＝地域における子育て支援の充実（幼保一元化の検討・推進） 

★新市まちづくり計画（市町村の合併の特例に関する法律第５条第１項） 

 ・主要施策：安全で安心して暮らせるまちづくり＝社会保障づくり／保育の充実（幼保一元化の推進） 

★阿波市次世代育成支援行動計画後期行動計画（次世代育成支援対策推進法第８条） 

 ・重要施策：メインプラン３ 保育の充実＝幼保一元化に向けた取組の推進 

 

≪八幡地区幼保連携施設整備事業≫ 
平成２４年度実績概要 

内容 詳細 

本体工事関係 

①設計プロポーザル審査日 H24.5.31 

（株）宮建築設計 ・設計契約日 H24.6.7 

 ・履行期間 H24.6.8～H25.2.28 

②監理契約日 H25.3.20 （株）宮建築設計 

  ・履行期間 H25.3.21～H26.2.14 

③工事総合評価方式入札日 H25.2.14 

鳳建設・三木建設共同企業体 ・契約日 H24.2.22 

  ・工期 議会議決日の翌日 H25.3.16～H26.1.31  

仮設保育所 

③仮設幼稚園 

工事関係 

①設計監理契約日 H24.7.5 安友建築設計事務所 

・履行期間 H24.7.6～H12.26 

②・工事請負契約日 H24.9.11（株）福永組 

・工期 H24.9.12～H26.3.28（563 日） 

③設計 岡島設計 （小学校余裕教室を仮設幼に） 

・工事請負 （有）ﾘﾌｫｰﾑｾﾝﾀｰ阿波 

解体工事関係 

①設計契約日 H24.6.3 安友建築設計事務所 

・履行期間 H24.6.4～8.17 

②監理契約日 H24.12.10 安友建築設計事務所 

・履行期間 H24.12.11～H25.3.21 

③工事請負日 H24.12.5 （有）ﾘﾌｫｰﾑｾﾝﾀｰ阿波 

  ・工期 H24.12.6～H25.3.15 

その他 

業務関係 

①買収用地補償算定 （株）補償実務 

②家屋事前調査 （有）積進コンサルタント 

③地質調査 （株）四国ボーリング工業 

④公有財産購入 完了日 H25.3.28 

⑤分筆登記 

（社）県公共嘱託登記土地家屋調査士協会 

⑥不動産鑑定 （株）大和経済鑑定所 

法的整備等 

①税務署事前協議  申出日 H24.10.30 ・ 完了報告日 H25.3.28 

②財産処分に係る適正化法  完了報告日 H25.3.22（解体工事承認日） 

③保育所設置条例に関する告示  新築工事による仮設保育所への移転関係 

  仮設保育所引っ越し日 H24.12.22 

④幼稚園八幡小学校余裕教室に引っ越し H24.12.28 
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八幡幼保連携施設 

 

イメージ図 
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八幡幼保連携施設 イメージ図   

 （南東 園庭からのイメージ） 
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〔９〕子育て短期支援事業 
  この事業は、保護者の疾病その他の理由により家庭において児童を養育することが一時的に困難とな 

った場合及び経済的な理由により緊急一時的に母子を保護することが必要な場合等に、児童福祉施設等に 

おいて一定期間、養育・保護することにより、これらの児童及びその家庭の福祉の向上を図ることを目的 

とする。 

 （根拠法令）：阿波市子育て短期支援事業実施要綱 

≪短期入所生活援助（ショートステイ）事業≫ 子育て支援交付金対象事業 
 保護者の疾病、出産、恒常的な残業等により養育が困難になった児童を養護施設等の児童福祉施設におい

て、一定の期間養育・保護する保育サービス。 

・利用できる期間：７日以内  ・委託先：６施設 

委託先施設 平成２３年度利用実績 平成２４年度利用実績 

  
施設種別 

施 設 名 

〔委託先〕 
実人員 延日数 実人員 延日数 

１ 児童養護施設 
阿波国慈恵院 

社会福祉法人阿波国慈恵院 
― ― ― ― 

２ 児童養護施設 
常楽園 

社会福祉法人常楽園 
― ― ― ― 

３ 児童養護施設 
加茂愛育園 

社会福祉法人 愛育園 
― ― ― ― 

４ 児童養護施設 
徳島児童ホーム 

社会福祉法人矯風会 
― ― ― ― 

５ 児童養護施設 
鳴門こども園 

社会福祉法人寿福祉会 
― ― ― ― 

６ 乳児院 
徳島赤十字乳児院特殊法人 

日本赤十字社徳島県支部 
1 12 ― ― 

 

≪夜間養護（トワイライトステイ）等事業≫ 子育て支援交付金対象事業 
 保護者の恒常的な残業等により夜間や休日に養育が困難になった児童を養護施設等の児童福祉施設にお

いて、一定の期間養育・保護する保育サービス。 

・利用できる期間：特に制限なし  ・委託先：５施設 

委託先施設 平成２３年度利用実績 平成２４年度利用実績 

  
施設種別 

施 設 名 

〔委託先〕 
実人員 延日数 実人員 延日数 

１ 児童養護施設 
阿波国慈恵院 

社会福祉法人阿波国慈恵院 
― ― ― ― 

２ 児童養護施設 
常楽園 

社会福祉法人常楽園 
4 4 ― ― 

３ 児童養護施設 
加茂愛育園 

社会福祉法人 愛育園 
― ― ― ― 

４ 児童養護施設 
徳島児童ホーム 

社会福祉法人矯風会 
― ― ― ― 

５ 児童養護施設 
鳴門こども園 

社会福祉法人寿福祉会 
3 189 3 202 

 

【経費】 

年度 歳入（円） 歳出（円） 

平成２３年度決算額 
国庫交付金総額 

11,486,000） 
383,450 

平成２４年度決算額 
国庫交付金総額 

10,579,000 
329,800 
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〔10〕幼稚園での預かり保育事業 
  幼稚園の預かり保育は、教育課程に係る教育時間の終了後、地域の実態や保護者の希望により、 午後 

からの保育や夏休み等の長期休業中も保育するサービス。 

 （根拠法令）：学校教育法 

 

○阿波市立幼稚園概要 

幼稚園名 
保育時間 

（預かり保育時間） 

月額保育料 単位：円 

（預かり保育月額） 
昼食 

バス 

有無 

一条 

幼稚園 

8 時～12時まで 

（原則 17時まで） 

5,500 

（4,500） 

預かり保育園児のみ弁当持参 

（外注弁当可） 
無 

柿原 

幼稚園 

8 時～12時まで 

（原則 17時まで） 

5,500 

（4,500） 

預かり保育園児のみ弁当持参 

（外注弁当可） 
無 

土成中央 

幼稚園 

8 時 30 分～13 時まで 

（原則 17時まで） 

5,500 

（4,500） 
園内給食 

有 

月額 

1,000 

八幡 

幼稚園 

8 時～12時まで 

（原則 17時まで） 

5,500 

（4,500） 

預かり保育園児のみ弁当持参 

（外注弁当可） 
無 

市場 

幼稚園 

8 時～12時まで 

（原則 17時まで） 

5,500 

（4,500） 

預かり保育園児のみ弁当持参 

（外注弁当可） 
無 

大俣 

幼稚園 

8 時～12時まで 

（原則 17時まで） 

5,500 

（4,500） 

預かり保育園児のみ弁当持参 

（外注弁当可） 

有 

（一部） 

無料 

久勝 

幼稚園 

8 時～12時まで 

（原則 17時まで） 

5,500 

（4,500） 

預かり保育園児のみ弁当持参 

（外注弁当可） 
無 

伊沢 

幼稚園 

8 時～12時まで 

（原則 17時まで） 

5,500 

（4,500） 

預かり保育園児のみ弁当持参 

（外注弁当可） 

有 

（一部） 

無料 

林 

幼稚園 

8 時～12時まで 

（原則 17時まで） 

5,500 

（4,500） 

預かり保育園児のみ弁当持参 

（外注弁当可） 
無 

・預かり保育を希望する場合は、「預かり保育利用申込書」の提出が必要です。 

また、原則１７時までであるが、１８時までの預かり保育については就労証明書の提出が必要です。 

 

○預かり保育利用園児延人数 

園名 

年度 
一条 柿原 

土成 

中央 
八幡 市場 大俣 久勝 伊沢 林 

H21 年度 211 170 660 14 229 43 162 302 259 

H22 年度 295 152 988 60 164 92 179 318 173 

H23 年度 233 299 1161 14 156 113 273 209 298 

H24 年度 291 317 1011 100 184 183 204 259 242 

合計 1030 938 3820 288 733 431 818 1088 972 

 

○年度合計・地区別合計（吉野・土成・市場・阿波） 

年度 合計 吉野 土成 市場 阿波 年度 合計 吉野 土成 市場 阿波 

21 年度 2050 381 660 286 723 23 年度 2756 532 1161 283 780 

22 年度 2421 447 988 316 670 24 年度 2791 608 1011 467 705 
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〔11〕放課後児童健全育成事業 
  この事業は、放課後児童クラブを設置し、保護者が労働等により昼間家庭にいない児童に対し適切な遊

び及び生活の場を与え、当該児童の健全な育成を図ることを目的とする。 

（根拠法令）：児童福祉法  ：阿波市放課後児童健全育成事業運営要綱 

 

≪放課後児童クラブ・学童保育事業≫ 児童環境づくり基盤整備事業費補助金対象事業 
【現況】 

市内の小学校に在籍する概ね小学校６年生までの児童を対象に、放課後等において放課後児童クラブま

たは学童保育所を、市内７カ所で開設しているものです。 

 

クラブ名 場所 
開設時間 

通常 長期休暇 

一条放課後児童クラブ 
吉野町西条字岡ノ川原１３５番地 

一条小学校余裕教室 

13 時～18時 

（5 時間） 

8 時～18時 

（10 時間） 

柿原放課後児童クラブ 
吉野町柿原字ヒロナカ２５６番地 

柿原小学校余裕教室 

13 時～18時 

（5 時間） 

8 時～18時 

（10 時間） 

御所小放課後児童クラブ 土成町宮川内字広坪２８番地 
13 時～18時 

（5 時間） 

7 時 30～18 時 

（10.5 時間） 

土成小放課後児童クラブ 
土成町成当１２０３番地 

土成小学校敷地内 

14 時～18時 

（4 時間） 

8 時 30～18 時 

（9.5 時間） 

久勝学童保育久勝ＫＩＤ’Ｓ 阿波町森沢３１番地 
13 時～19時 15 

（6.25 時間） 

7時 30～19時 15 

（11.75 時間） 

伊沢学童保育伊沢ＫＩＤ’Ｓ 
阿波町南柴生１７２番地 

伊沢小学校余裕教室 

13 時～18時 

（5 時間） 

8 時～18時 30 

（10.5 時間） 

林学童保育林ＫＩＤ’Ｓ 
阿波町東整理１１６番地１ 

林小学校敷地内 

11 時 20～18 時 45 

（7.41 時間） 

7時 30～18時 45 

（11.25 時間） 

 

クラブ名 開設年月日 専用面積 

23 年度 24 年度 

児童数 

（障害） 
指導員数 
（受入職員） 

児童数 

（障害） 
指導員数 
（受入職員） 

一条放課後児童クラブ Ｈ15.5.1 124.67㎡ 
33 

（2） 

常 2・非 1・

他非 2・（1） 

31 

（1） 

常 2・非 3・

他非 2・（1） 

柿原放課後児童クラブ Ｈ15.5.1 143.05㎡ 
31 

（1） 

常 2・非 3・

他非 2・（1） 

39 

（1） 

常 2・非 1・

他非 4・（1） 

御所小放課後児童クラブ Ｈ18.7.1 88 ㎡ 34 
常 1・非 1・

他常 1 
39 

常 1・非 1・他

常 2・他非 1 

土成小放課後児童クラブ Ｈ16.5.1 206 ㎡ 40 
常 3・ 

他常 1 

44 

（2） 

常 3・他常 1 

（1） 

久勝学童保育久勝ＫＩＤ’Ｓ Ｈ10.12.12 131.77㎡ 40 
常 3・非 1・

他非 5 

50 

（2） 

常 2・他常 3 

（1） 

伊沢学童保育伊沢ＫＩＤ’Ｓ Ｈ11.6.1 102.06㎡ 24 常 5 
25 

（2） 

常 1・他常 3 

他非 1・（1） 

林学童保育林ＫＩＤ’Ｓ Ｈ11.4.10 98.82 ㎡ 
35 

（1） 

常 4・ 

他非 1・（1） 

38 

（1） 

常 2・他常 2 

他非 1・（1） 
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【経費】 

年度 歳入（円） 歳出（円） 

平成２３年度決算額 
国庫・県費補助金（補助率） 

15,845,000（補助基準額の 2/3） 

32,546,440 

（内委託料 32,317,340） 

平成２４年度決算額 
国庫・県費補助金（補助率） 

20,178,000（補助基準額の 2/3） 

37,712,000 

（内委託料 37,572,350） 

 

【経費内訳】 

クラブ名 
各クラブ委託料内訳 

23 年度（円） 24 年度（円） 

一条放課後児童クラブ 4,878,000 4,546,600 

柿原放課後児童クラブ 4,975,500 5,922,500 

御所小放課後児童クラブ 3,362,500 4,438,500 

土成小放課後児童クラブ 4,361,500 5,848,000 

久勝学童保育久勝ＫＩＤ’Ｓ 5,409,360 6,612,230 

伊沢学童保育伊沢ＫＩＤ’Ｓ 3,702,000 4,719,000 

林学童保育林ＫＩＤ’Ｓ 5,628,480 5,485,520 

 

≪施設整備事業≫ 児童厚生施設等整備費補助金（県補助金 補助率 2/3） 
 

○平成 22年度久勝学童保育室新築工事事業 

 久勝学童保育久勝ＫＩＤ’Ｓが、事業を実施していた建物が古く、老朽化が激しい。また敷地面積、床面 

積ともに十分な広さでないうえに、駐車場もなかったため、保護者が児童を迎えに来るのが困難な状況であ

った。さらに、小学校から約１５０ｍの距離があった。 

そこで、児童が放課後通所する際の安全面等を考慮し、小学校に隣接する用地に移転し、施設新築整備を

することとなった。 

この施設整備により、児童、保護者はもちろんのこと指導員及び地域住民に安全・安心な放課後の児童の

生活の場の提供を実施することができている。 

 

【保育室概要】 

室名 玄関 ホール 保育室 勉強室 炊事場 事務室 便所 合計 

面積（㎡） 4.5125 12.635 59.565 9.8325 18.05 18.05 9.12 131.77 

 

【経費】 

歳入歳出決算額 

歳入（円） 歳出（円） （内訳） 

県補助金 

12,083,000 
20,485,500 

1,428,000（設計監理委託料） 

19,057,500（工事請負費） 
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≪児童館≫ 補助対象外 

  児童館は、健全な遊びや体験活動を通して、子どもたちの健康増進と健やかな育成を図ることを 

目的とする。 

 （根拠法令）：阿波市児童館及び児童センターの設置及び管理に関する条例 

阿波市児童館及び児童センターの設置及び管理に関する条例施行規則 など 

  

【現況】 

  児童館は、市場町に３カ所あり、平成 21 年度から阿波市社会福祉協議会に指定管理委託をしてい 

ます。 

 指定管理については、平成 21 年度から 23 年度までの 3箇年協定を締結し、24 年度～26年度まで 

新たに 3カ年の協定を締結しています。 

施設名 場所 開館時間 

八幡児童館 市場町山野上字立石 48番地 （通常） 

平日 10 時～18時  土曜 9時～17時 

 

（長期休業中） 

平日 8時 30 分～18 時 土曜 9 時～17 時 

市場児童センター 市場町市場字上野段 426 番地 1 

大俣児童館 市場町大俣字行峯 258 番地 1 

 

施設名 開館年月日 構造 面積 

八幡児童館 Ｓ60.4.1 
ＲＣ造平屋建て（Ｓ60.3.30 竣工） 

木造平屋建て（Ｈ18.2.21 増設） 
456.26 ㎡ 

市場児童センター Ｈ13.4.23 木造一部鉄骨造平屋建て（Ｈ13.3.9 竣工） 1647.96 ㎡ 

大俣児童館 Ｈ14.9.7 木造一部ＲＣ造平屋建て（Ｈ14.8.30 竣工） 1659.55 ㎡ 

 

【経費・指定管理料】 

年度 歳入（円） 歳出（円） 

平成２０年度決算額 市税等 
14,724,833（正規職員人件費除く） 

（正規職員人件費予算 26,229,000） 

平成２１年度～平成２３年度決算額 市税等 85,050,000 

28,350,000 

28,350,000 

28,350,000 

平成２４年度～平成２６年度見込み 市税等 85,050,000 

28,350,000 

28,350,000 

28,350,000 
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〔12〕母性並びに乳児及び幼児等の健康の確保及び増進事業 

  
≪乳児家庭全戸訪問事業（こんにちは赤ちゃん事業）≫子育て支援交付金対象事業 
すべての乳児のいる家庭を訪問し、子育ての孤立化を防ぐために、その居宅において様々な不安や悩みを 

聞き、子育て支援に関する必要な情報提供を行うとともに、支援が必要な家庭に対しては適切なサービス提

供に結びつけることにより、地域の中で子どもが健やかに育成できる環境整備を図ることを目的とする。 

 （根拠法令）：阿波市こんにちは赤ちゃん事業実施要綱 

 
【現況】 

・事業開始年月日：平成２１年４月１日   ・実施方法：在宅助産師３名に委託 

○乳児家庭全戸訪問事業による家庭訪問数 

年度 訪問対象全家庭件数 訪問件数 
うち、新生児訪問指導等と同時

に実施件数 

平成 23 年度 248 158 116 

平成 24 年度 224 125 96 

 
【経費】 

年度 歳入（円） 歳出（円） 

平成２３年度決算額 
国庫交付金総額（補助率） 

11,486,000（交付基準額の 1/3） 
1,134,000 

平成２４年度決算額 
国庫交付金総額（補助率） 

10,579,000（交付基準額の 1/3）  
875,000 

 

 

≪パパママ教室事業≫ 
 核家族化が進行する中で、妊娠、出産、育児に関する正しい知識を持つことにより、安心して子育てがで

きるよう、妊婦同士の仲間づくりや交流の場としてまた、母親が負担や悩みを抱え込まず子育てができ、両

親一緒に子どもを育てられるよう父親にも育児参加を求め、妊娠、出産、育児等の知識をより深めてもらう

ことを目的にパパママ教室を開催している。 

 

【現況】 

年度 教室開催回数（回） 参加者数（人） 歳出額（円） 

平成 22 年度 6 33 99,000 

平成 23 年度 6 33 65,000 

平成 24 年度 4 48 46,000 

 

 

≪乳幼児健診事業≫ 
 この事業は、病気の予防と早期発見、そして乳幼児の健康保持と増進を目的とする。 

○乳児健診受診状況 

 平成 20 年度 平成 21 年度 平成 22 年度 平成 23 年度 平成 24 年度 

延受診者数（人） 524 530 461 507 426 
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○１歳６か月児健診受診状況 

 平成 20 年度 平成 21 年度 平成 22 年度 平成 23 年度 平成 24 年度 

対象者数（人） 295 274 243 236 250 

受信者数（人） 261 254 228 232 232 

受診率（％） 88.4 92.7 93.8 98.3 92.8 

 

○２歳児健診受診状況 

 平成 20 年度 平成 21 年度 平成 22 年度 平成 23 年度 平成 24 年度 

対象者数（人） 291 299 257 272 249 

受信者数（人） 254 257 235 244 240 

受診率（％） 87.2 86.0 91.4 89.7 96.4 

 

○３歳児健診受診状況 

 平成 20 年度 平成 21 年度 平成 22 年度 平成 23 年度 平成 24 年度 

対象者数（人） 310 302 288 272 291 

受信者数（人） 253 254 258 246 269 

受診率（％） 81.6 84.1 89.6 90.4 92.4 

 

○股関節脱臼検診受診状況 

 平成 20 年度 平成 21 年度 平成 22 年度 平成 23 年度 平成 24 年度 

延受診者数（人） 246 250 236 245 182 

 

 

≪生活習慣病予防対策事業≫ 
 生活習慣病を予防するためには健康的な生活習慣を身につけることが大切であり、大人になってから変え

ることはとても困難です。 

 そのため、生活習慣病予防対策は小児期からの食生活が重視され、乳幼児期からの予防も必要であり、そ

の対策として健康づくりのための正しい知識の普及啓発、食事指導等を推進するものである。 

 

【現況】 

・平成２２年度に、食育基本法に基づく阿波市食育推進基本計画を策定。 

 

○年齢別幼児の肥満割合 15％以上で肥満児と判定される 

（１歳６カ月児） 

 平成 21 年度 平成 22 年度 平成 23 年度 平成 24 年度 

受信者数（人） 254 228 232 232 

肥満児（人） 30 29 21 17 

割合（％） 11.8 12.7 9.1 7.3 
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○年齢別幼児の肥満割合（２歳児） 

 平成 21 年度 平成 22 年度 平成 23 年度 平成 24 年度 

受信者数（人） 257 235 244 240 

肥満児（人） 28 19 24 16 

割合（％） 10.9 8.1 9.8 6.7 

 

 

○年齢別幼児の肥満割合（３歳児） 

 平成 21 年度 平成 22 年度 平成 23 年度 平成 24 年度 

受信者数（人） 254 258 246 269 

肥満児（人） 15 24 27 23 

割合（％） 5.9 9.3 11.0 8.6 
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☆平成２２年度のピーク時に比べ、平成２３・２４年度の各

年齢層の幼児の肥満割合は、年次的に減少している様子が伺

える。健診の受診率も増加傾向にあるため、この傾向を維持

しすべての幼児の健康増進につなげたい。  
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平成２４年度 小・中学生男女別肥満出現率 
 

○小・中学生の肥満出現率 20％以上で肥満と判定される （男子） 

学年 小１ 小２ 小３ 小４ 小５ 小６ 中 1 中２ 中３ 

受信者数（人） 134 165 143 160 184 192 167 178 168 

人数 11 11 11 17 33 30 37 21 19 

割合（％） 8.2 6.7 7.7 10.6 17.9 15.6 22.2 11.8 11.3 

県平均（％） 4.4 6.4 8.5 11.8 13.0 12.0 12.8 12.7 9.6 

全国平均（％） 4.1 5.6 7.1 9.2 9.9 10.0 10.7 9.0 8.4 

   
 

○小・中学生の肥満出現率   （女子） 

学年 小１ 小２ 小３ 小４ 小５ 小６ 中 1 中２ 中３ 

受信者数（人） 152 153 150 177 162 152 154 182 170 

人数 10 9 19 20 14 17 20 29 31 

割合（％） 6.6 5.9 12.7 11.3 8.6 11.2 13.0 15.9 18.2 

県平均（％） 4.0 5.6 9.3 10.5 8.5 9.0 10.4 11.3 9.8 

全国平均（％） 4.4 5.2 6.1 7.2 7.7 8.6 8.6 7.9 7.4 
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☆ 男子については、小１、小

２，小５、小６、中１、中３

において、県、全国より高く

なっています。  

 特に、中１については、全

国平均の２倍以上となってい

ます。 

 

 ☆女子については、どの学

年においても、県、全国平

均より高くなっています。                                       

 小３、中２では全国の２

倍、中３においては、２．

５倍となっています。 
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〔13〕ひとり親家庭等自立支援事業 
 

≪母子家庭等の就業支援事業≫  

（国庫）母子家庭等対策総合支援事業費 補助率①②は基準額の 3/4、③は 10/10 

（県補）徳島県母子家庭高等技能訓練促進費等事業 補助率①は 3/4、②③は無 
①母子家庭高等技能訓練促進費等事業 

 母子家庭の母の就職の際に有利であり、かつ、生活の安定に資する資格の取得を促進するため、当該資格 

に係る養成訓練の受講期間について、母子家庭の母に高等技能訓練促進費を支給するとともに、養成機関根 

の入学時における負担を考慮し入学支援修了一時金を終了後に支給する制度です。 

  （根拠法令）：阿波市母子家庭高等技能訓練促進費等事業実施要綱 

 

【補助金実績】 

年度 支給月額（円） 受給者数（人） 歳入（円） 歳出（円） 

平成 23 年度 

（高等技能）・（一時金） 

非課税 141,000 ・50,000 

課税 70,500 ・25,000 

（高等技能） 

非課税 1 

国庫 296,000 

県補 972,000 
1,692,000 

平成 24 年度 

（高等技能）・（一時金） 

非課税 100,000 ・50,000 

課税 70,500 ・25,000 

（高等技能） 

23 年度分非課税 1 

24 年度分非課税 1 

〃   課税 1 

国庫 470,000 

県補 1,149,000 
2,187,000 

 

②自立支援教育訓練給付金事業 

 母子家庭の母の主体的な能力開発の取組みを支援し、もって母子家庭の自立の促進を図るため、母子家庭

の母に対して、自立支援教育訓練給付金を支給する制度です。 

  （根拠法令）：阿波市母子家庭自立支援教育訓練給付金事業実施要綱 

 

【補助金実績】 

年度 支給額 受給者数（人） 歳入（円） 歳出（円） 

平成23年度 
支払った費用の20％に相当

する額（上限 10万円）また、

当該金額が 4,000 円を超え

ない場合は支給しない。 

0 0 0 

平成24年度 1 国庫 13,000 18,044 

 

③母子自立支援プログラム策定等事業 

 児童扶養手当受給者の自立を促進するため、個々の受給者の希望、事情等に対応した自立支援プログラム

を策定し、これを基に母子家庭等就業・自立支援センターやハローワークと緊密に連携しつつ、就業に結び

付けていく支援事業です。 

  （根拠法令等）：児童扶養手当法 

 

【補助金実績】 

年度 プログラム策定件数（件） 歳入（円） 歳出（円） 

平成23年度 4 件 （1件＠20,000×4） 国庫 80,000 
1,800,000 

母子自立支援員報酬に充当 

平成24年度 4 件 （1件＠20,000×4） 国庫 80,000 
1,800,000 

母子自立支援員報酬に充当 
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≪母子生活支援施設入所事業≫ 

（国庫）母子生活支援施設・助産施設措置費負担金 補助率①②は基準額の 1/2 

（県負）母子生活支援施設・助産施設措置費負担金 補助率①②は 1/4 
 （根拠法令）：児童福祉法 児童福祉法による助産の実施及び母子保護の実施に関する規則  

①助産施設における助産実施 

  児童福祉法第 22 条に規定する妊産婦の助産施設における助産の実施で、対象となるものは保健条入院 

助産を必要とするもの、または経済的理由により、入院助産を受けることができないと認められるもの。 

 

【利用実績】 

年度 利用件数（件） 歳入（円） 歳出（円） 

平成 23 年度 0 0 0 

平成 24 年度 0 0 0 

②母子保護の実施 

 児童福祉法第 23 条の規定に基づいて行う母子保護の実施。 

【利用実績】 

年度 利用件数（件） 歳入（円） 歳出（円） 

平成 23 年度 1 
国庫 1,014,900 

県負 451,550 
1,806,202 

平成 24 年度 0 0 0 

 

≪ひとり親家庭入学祝金支給事業≫ 市単独事業 

 ひとり親家庭等の児童の入学時の費用を軽減し、あわせて児童の健全な育成のため、ひとり親家庭等の

児童の入学に際しその養育者に祝金を支給することを目的とする。 

  （根拠法令）：阿波市ひとり親家庭等児童入学祝金支給規則 

・ひとり親家庭等の児童が、小学校または中学校に入学時、児童 1人につき 10,000 円を支給 

 

【経費】 

年度 
支給者数（人） 

（中学校入学） 

支給者数（人） 

（小学校入学） 
歳入（円） 歳出（円） 

平成 23 年度 50 29 市税 790,000 

平成 24 年度 34 27 市税 610,000 

 

≪交通遺児手当支給事業≫市単独事業 
 父又は母が交通事故により死亡した児童に係る交通遺児手当の支給に関し必要な事項を定め、もって児

童の健全な育成の助長と児童の福祉の増進を図ることを目的とする。 

  （根拠法令）：阿波市交通遺児手当支給規則 

・対象児童 1人につき 10,000 円を支給 

 

【経費】 

年度 支給者数（人） 歳入（円） 歳出（円） 

平成 23 年度 5 市税 50,000 

平成 24 年度 4 市税 50,000 
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〔14〕子どもの安全の確保事業 
 

≪チャイルドシート購入補助金事業≫ 
 この事業は、阿波市を担う乳幼児を交通安全による死傷から守るため、家族等がチャイルドシートを購入

した場合において、費用の一部を助成し交通安全対策を図ることを目的とする。 

  （根拠法令）：阿波市チャイルドシート購入補助金交付事業要綱 

 

・補助金の額は、購入金額（消費税含む）の 2分の 1とし、5,000 円を上限とする。 

【補助金実績】 

年度 平成 20 年度 平成 21 年度 平成 22 年度 平成 23 年度 平成 24 年度 

件数 163 130 136 98 128 

実支出額（円） 770,577 609,607 653,088 462,628 623,773 

 

≪防犯灯の整備≫ 徳島地域グリーンニューディール戦略支援事業補助金 （県補助金） 
 

○グリーンニューディール戦略支援事業 

 この事業は、学校周辺・通学路や地域の集会所等に設置された防犯灯を長寿命、省電力のＬＥＤ照明に取 

り替えていく事業である。 

 

【実績】 

地区 場所 H２２年度取替数 H２３年度取替数 各学校周辺計 

吉野地区 

吉野中学校周辺 24 26 50 

一条小学校周辺 23 23 46 

柿原小学校周辺 24 23 47 

土成地区 

土成中学校周辺 25 25 50 

御所小学校周辺 23 23 46 

土成小学校周辺 23 23 46 

市場地区 

市場中学校周辺 25 26 51 

八幡小学校周辺 23 23 46 

市場小学校周辺 23 23 46 

大俣小学校周辺 23 23 46 

阿波地区 

阿波中学校周辺 25 25 50 

久勝小学校周辺 24 23 47 

伊沢小学校周辺 24 23 47 

林小学校周辺 23 23 46 

年間合計 332 332 664 

 

【経費】 

年度 歳入（円） 歳出（円） 

平成２２年度 5,500,000（県補助金） 5,840,730 

平成２３年度 5,500,000（県補助金） 5,547,990 



 

 

~ 45 ~ 
 

〔15〕教育環境の整備事業 
 

≪小学校（英語）学力向上事業 ≫ 市単独事業 
 この事業は、国際感覚あふれる視野の広い人材育成に向け、市内にある１０小学校すべてにおいて、英語 

教諭を配置し、重点的に英語教育の充実を図るものである。 

   

【現況】 

 平成２３年度４月～、小学校５,６年生への英語活動が必修化された。 

 阿波市では、いち早く平成１８年度より、小学校１年生から６年生の全学年で、年間３５時間の英語活動 

を実施している。 

 子どもたちが楽しみながら外国語に触れたり、外国の文化や生活などに慣れ親しんだり、積極的にコミュ 

ニケーションを図ることを目的としている。 

 この活動も８年目に入り、子どもたちの英語に対する意欲の向上に大きな成果が上がっていると思われる。 

 ２５年度はさらに、小学校英語活動と中学校における英語学習が円滑に継続していけるよう中学校との連

携を図ることとしている。 

 

【経費】 

年度 指導者数（人） 歳入（円） 歳出（円） 

平成 23 年度 6 市税等 15,143,480 

平成 24 年度 6 市税等 15,303,023 

 

〔16〕要保護児童への対応事業 

 

≪家庭児童相談室≫ 

 
 家庭児童相談や母子家庭相談について、色々な悩みや心配ごとの相談相手となり、家庭相談員や母子自立

支援員が問題解決のお手伝いをする事業である。 

  （根拠法令）：阿波市家庭相談員服務要綱  、阿波市母子自立支援員服務要綱 

【現況】 

○家庭相談員 ２名 （非常勤職員 報酬 月 150,000 円） 

  家庭相談員は、市の非常勤職員とし、人格円満で、社会的信望があり、健康で、家庭児童福祉の増進に 

熱意を持つ者であること。 

(1) 学校教育法(昭和 22 年法律第 26 号)に基づく大学又は旧大学令(大正 7年勅令第 388 号)に基づく 

大学において、児童福祉、社会福祉、児童学、心理学、教育学若しくは社会学を専修する学科又はこれ 

らに相当する課程を修めて卒業した者を任用。 

 ・家庭児童相談について 

  家庭相談員が、主に１８歳未満の児童を対象に、家庭のこと、子育てのこと、児童虐待に関することな 

ど、さまざまな問題について相談に応じます。 

○母子自立支援員 １名 （非常勤職員 報酬 月 150,000 円） 

・母子自立支援員が、母子家庭や寡婦を対象に、母子寡婦福祉資金の貸し付けや、児童の養育・就業・ 

住宅・生計の悩みなど、さまざまな問題について相談に応じます。 

●相談時間 月～金曜日までの 9：00～17：00 まで（祝祭日除く） 

●相談方法 面接相談・手紙や電話での相談のほか、必要に応じて相談員が家庭にお伺いして相談を受 

けています。 

  ●相談費用 無料 

http://srb.legal-square.com/HAS-Shohin/jsp/SVDocumentView
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≪要保護児童対策地域協議会≫ 
 

 阿波市の要保護児童の適切な保護を図ることを目的とし設置している。 

  （根拠法令）：Ｈ20.4 月児童福祉法により市町村の設置が努力義務化 

阿波市要保護児童対策地域協議会設置運営要綱 
【現況】  

 協議会は、要保護児童及びその保護者に関する情報その他要保護児童の適切な保護を図るために必要 

な情報の交換を行うとともに、要保護児童等に対する支援の内容に関する協議を行うものとする。 

（事業内容） 

虐待には複雑な問題がからんでいます。一人あるいは一つの機関の努力だけでは解決できないことが多 

くあります。効果的な援助のためには、関係者・関係機関がネットワークを組んで連携しながら対応して 

いくことが必要です。市では、児童委員（民生委員）や保育所、小・中学校など福祉、保健、医療、教育 

関係者等による「阿波市要保護児童対策地域協議会」を設置し、各機関との連絡体制や地域の協力体制の 

整備を図っています。 

 

○代表者会議 構成メンバーで、協議会の年間活動方針の計画や研修会などを毎年５月ごろ実施している。 

○実務者会議 中学校区の関係者・関係機関、団体の実務者を持って構成し、年間各２回情報交換や個別ケ

ース検討会議で問題点となった点の更なる検討を行う。 

○個別ケース検討会議 相談や通告を受けた個別のケースについて、関係機関、団体等の中から、関わりの

ある実務担当者を招集し、次の協議等を行う。なお、個別ケース検討会議については、必要に応じてこの協

議会に属していない機関に協力を求め検討を行う。 

 

≪障害者自立支援協議会≫ 
 

○東部第 2サブ圏域障害者自立支援協議会設置要綱 

 この事業は、障害者自立支援法第７７条第１項第１号の規定及び地域生活支援事業実施要綱に基づき、障

害者相談支援事業の適切な運営及び地域の障害福祉に関するシステムづくりに関し、中核的な役割を果たす

協議の場として東部第２サブ圏域障害者自立支援協議会を設置し、中立・公平な相談支援事業の運営評価の

実施をはじめ、地域の関係機関の連携強化、社会資源の開発・改善等を推進し、もって公共の福祉の増進を

図ることを目的とする。 

 

【現況】 

 協議会の設置主体は、吉野川市及び阿波市としており、毎月１回運営会議・サービス調整会議を開催し、 

 （1）障害者等のニーズ並びに各種のサービスの充足状況及び問題点の把握 

 （2）困難事例に係る処遇方針の検討及び関係するサービス提供機関への要請 

 （3）圏域内の相談支援体制における問題点の整理、調査研究及び改善指導 

 （4）スキルアップ研修等の実施    

 等、家庭児童相談室の家庭相談員が対応に当たっている。 

 

〔17〕その他 

≪子育てハンドブックの作成・配布≫ 5,000 部作成 窓口配布 

・平成２２年度安心こども基金（県地域子育て創生費補助金 補助率 10/10） 

  ・事業費 830,550（印刷製本費） 

 

≪ハートフルハンドブック（ＤＶ対策自立支援事業）の作成・配布≫ 15,000 部作成 全戸配布 

 ・平成２２年度地域活性化・住民に光をそそぐ交付金 

 ・事業費 1,032,150（印刷製本費） 434,070（配布手数料） 
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次期計画重要施策（案）  
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７ 次期計画重要施策 （案） 

 

プラン 1 保育サービスの向上 

 

（1）幼保連携型認定こども園の開設 

 

（2）民間活力導入の活用 

 

（3）幼稚園の預かり保育の見直し 

  プラン 2 子育て支援事業等の施設整備 

 

（4）幼保連携型認定こども園施設整備 

 

（5）放課後児童クラブ施設整備 

 

プラン ３ 子育て支援と仕事の両立支援の推進 

 

  （6）病児・病後児保育事業の実施 

 

  （7）放課後児童クラブ運営の整備 

 

  （8）ファミリー・サポート・センター事業の充実 

              プラン ４ 

子育て支援サービスの拡充等経済的支援 

 

                        （9）乳幼児等医療費助成事業の拡充 

  

 （10）ひとり親家庭等入学祝金支給事業の拡充 

 

プラン ５ 保育・教育環境の整備 

 

（11）地産地消の食育推進 

 

（12）保育の質の向上推進            プラン ６ 家庭・地域の子育て力の充実 

  

（13）地域子ども・子育て支援事業の促進 

 

（14）要保護児童対策事業の充実 
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地域子ども・子育て支援事業の概要 １３事業 

  

 

    ○「子ども・子育て支援法」第５９条に明記された 

地域子ども・子育て支援事業 

 

 

①利用者支援（新規事業） 

 

②地域子育て支援拠点事業 

 

③妊婦健診 

   

④乳児家庭全戸訪問事業 

 

⑤養育支援訪問事業 

       その他要支援児童、要保護児童等の支援に資する事業 

 

⑥子育て短期支援事業 

 

⑦ファミリー・サポート・センター事業 

 

⑧一時預かり 

  

⑨延長保育事業 

 

⑩病児・病後児保育事業 

 

⑪放課後児童クラブ 

 

⑫実費徴収に係る補足給付を行う事業（新規事業） 

 

⑬多様な主体が本制度に参入することを促進する 

ための事業（新規事業）  
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資 料 編 
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阿波市の人口動態  
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4 阿波市の人口 
【人口動態】 

平成 18 年～平成 25 年までの、阿波市の人口を住民基本台帳で見ると、年々減少傾向にあること

が分かります。年齢区分ごとに見ると、年少人口（０～14 歳）及び生産年齢人口（15～64 歳）で

は年々減少傾向となっているのに対し、老年人口（65 歳以上）は増加傾向となっており、さらに

少子高齢化の進行がうかがえます。 

  
住民基本台帳より 

【児童人口】 

平成 18 年～平成 25 年までの、阿波市の児童人口（０～５歳）一覧表です。 

 児童人口（各年 3月 31 日現在） 

児童年齢 H18 H19 H20 H21 H22 H23 H24 H25 

0 歳児 247 人 273 人 248 人 256 人 240 人 248 人 241 人 199 人 

1 歳児 298 人 258 人 300 人 257 人 270 人 241 人 257 人 254 人 

2 歳児 290 人 301 人 272 人 305 人 264 人 283 人 245 人 267 人 

3 歳児 323 人 292 人 304 人 276 人 308 人 267 人 289 人 247 人 

4 歳児 335 人 330 人 285 人 311 人 283 人 318 人 263 人 291 人 

5 歳児 349 人 339 人 334 人 285 人 314 人 287 人 328 人 267 人 

合計 1,842 人 1,793 人 1,743 人 1,690 人 1,697 人 1,644 人 1,623 人 1,525 人 

前年計比  ▲49 ▲50 ▲50 7 ▲53 ▲21 ▲98 
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平成18年 平成19年 平成20年 平成21年 平成22年 平成23年 平成24年 平成25年 

5,228 5,135 5,002 4,913 4,820 4,744 4,644 4,551 

26,359 26,068 25,686 25,279 25,029 24,893 24,454 24,106 

11,130 11,218 11,348 11,403 11,462 11,319 11,471 11,758 

42,717 ・42,421 ・42,036 ・41,595 ・41,311 ・40,956 ・40,569  ・40,415 

人口動態（各年3月31日） 
年少人口（0～14歳） 生産年齢人口（15～64歳） 老年人口（65歳以上） 

（人） 

人口合計 

（人） 
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【年齢構成指数】 

 平成 18 年～平成 25 年までの年齢構成指数からも、少子高齢化の進行が表れています。 

 

●その１｛用語の解説｝ 

  年少人口指数とは・・生産年齢人口（15～64 歳）100 人が何人の年少人口（0～14 歳）を  

 扶養しているかを示す指数であり、人口の若年化の程度を知る指標である。 

    

（式） 年少人口 ÷ 生産年齢人口 × 100 

 
 

 

 

●その２｛用語の解説｝ 

  老年人口指数とは・・生産年齢人口（15～64 歳）100 人に対し、社会的・経済的な面で 

支えることとなる老年人口が何人になるかを示し、人口の高齢化を知る指標である。 

    

（式） 老年人口 ÷ 生産年齢人口 × 100 

 
  

  

平成18

年 

平成19

年 

平成20

年 

平成21

年 

平成22

年 

平成23

年 

平成24

年 

平成25

年 

年少人口指数 19.83  19.70  19.47  19.44  19.26  19.06  18.99  18.88  
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平成19
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平成23

年 

平成24
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平成25

年 

老年人口指数 42.22  43.03  44.18  45.11  45.79  45.47  46.91  48.78  
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●その３｛用語の解説｝ 

  従属人口指数とは・・働き手である生産年齢人口 100 人が社会的・経済的な面でささえ 

ることとなる年齢層である子どもと老人（従属人口）をどれだけ養うかを表す指標である。 

   

（式）（年少人口 + 老年人口） ÷ 生産年齢人口 × 100 

 
▲この指数からみると、平成18年は62.06％（働き手1.6人で1人を扶養）で、平成25年は67.66％

（働き手 1.5 人で 1人を扶養）で、年々ゆるやかに負担増となってきています。 

 

●その４｛用語の解説｝ 

  老年化指数とは・・年少人口に対する老年人口の大きさを示し、人口の高齢化の程度を 

知る一つの指標で、生産年齢人口の多少による影響を除いているため、人口高齢化の程度 

をより端的に示す指標である。これが高いと、老年人口が多いことあるいは将来人口を支 

える年少人口が少ないことを意味している。 

 

（式） 老年人口 ÷ 年少人口 × 100 

 
 ▲この指数からは、将来を支える年少人口が少なく、少子高齢化の進行は年々加速化され歯止め

が困難な状態になってきております。 

【出生数・死亡数】 

平成 17 年度～平成 24 年度までの、合併時～各年度末の出生・死亡数一覧表です。 

平成18年 平成19年 平成20年 平成21年 平成22年 平成23年 平成24年 平成25年 

従属人口指数 62.06  62.73  63.65  64.54  65.05  64.53  65.90  67.66  

62.06  
62.73  
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従属人口指数 % 

平成18年 平成19年 平成20年 平成21年 平成22年 平成23年 平成24年 平成25年 

老年化指数 212.89  218.46  226.87  232.10  237.80  238.60  247.01  258.36  

212.89  218.46  226.87  232.10  237.80  238.60  247.01  258.36  
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年度（平成） 出生数 死亡数 増減（出生-死亡） 人口数 人口増減 

１７年度 258 535 △277 42,717 △399 

１８年度 278 511 △233 42,421 △296 

１９年度 252 543 △291 42,036 △385 

２０年度 267 512 △245 41,595 △441 

２１年度 247 501 △254 41,311 △284 

２２年度 251 560 △309 40,956 △355 

２３年度 248 554 △306 40,569 △387 

２４年度 216 621 △405 40,415 △154 

計 2,017 4,337 △2,320  △2,701 

 

 
出生率＝出生数÷10 月 1 日現在人口×1000 ・ 死亡率＝死亡数÷10 月 1 日現在人口×1000 

  

17年度末 18年度末 19年度末 20年度末 21年度末 22年度末 23年度末 24年度末 

出生数 258 278 252 267 247 251 248 216 

死亡数 535 511 543 512 501 560 554 621 

258 278 252 267 247 251 248 216 

535 511 543 512 501 
560 554 

621 
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末 

22年度

末 

23年度

末 

24年度

末 

出生率 6.00  6.52  5.96  6.38  5.96  6.09  6.07  5.30  

死亡率 12.45  11.98  12.84  12.23  12.08  13.59  13.56  15.25  

死亡率/出生率 2.07  1.84  2.15  1.92  2.03  2.23  2.23  2.88  

6.00  6.52  5.96  6.38  5.96  6.09  6.07  5.30  
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○施設概要 

所名 建築年月日 構造 面積（㎡） 定員（人） 受入年齢 地区 

一条 

S53.3.31 鉄筋ｺﾝｸﾘｰﾄ造 306.54 

90 1 歳～4歳 吉野 

S52.1.1 木造 202.00 

吉野中央 S49.1.1 鉄筋ｺﾝｸﾘｰﾄ造 532.20 45 8 ヶ月～4歳 吉野 

柿原 

S53.1.1 鉄筋ｺﾝｸﾘｰﾄ造 420.32 

60 8 ヶ月～4歳 吉野 

H12.3.20 鉄骨造 50.22 

土成中央 H16.1.30 木造 1,128.61 110 8 ヶ月～4歳 土成 

八幡第一 

（仮設） 
S57.3.31 

鉄筋ｺﾝｸﾘｰﾄ造 

（H25.1～3） 

（解体） 

414.40 60 2 歳～4歳 市場 

八幡第二 S53.1.1 鉄筋ｺﾝｸﾘｰﾄ造 467.37 60 8 ヶ月～2歳 市場 

市場 H4.3.1 鉄筋ｺﾝｸﾘｰﾄ造 618.00 80 2 歳～4歳 市場 

大俣 H6.2.7 鉄筋ｺﾝｸﾘｰﾄ造 617.07 60 1 歳～4歳 市場 

久勝 H4.1.1 鉄筋ｺﾝｸﾘｰﾄ造 821.50 120 8 ヶ月～4歳 阿波 

伊沢 S63.1.5 鉄筋ｺﾝｸﾘｰﾄ造 536.10 120 8 ヶ月～4歳 阿波 

林 H3.3.31 鉄筋ｺﾝｸﾘｰﾄ造 853.00 120 8 ヶ月～4歳 阿波 
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○阿波市幼稚園・保育所入所年齢別児童数一覧表 

（吉野） 

保育所名 年齢 
平成 23.24 年度保は 3月 1日、平成 25年度幼保は 5月 1日現在 

平成 23 年度 平成 24 年度 平成 25 年度 

一条保育所 

0 歳児 0 0 0 

1 歳児 8 10 6 

2 歳児 12 11 17 

3 歳児 16 15 12 

4 歳児 16 12 13 

一条幼稚園 
4 歳児 10 15 10 

5 歳児 30 32 32 

小計 92 95 90 

吉野中央 

保育所 

0 歳児 8 6 0 

1 歳児 6 6 8 

2 歳児 12 8 3 

3 歳児 8 10 6 

4 歳児 9 6 9 

小計 43 36 26 

柿原保育所 

0 歳児 6 7 1 

1 歳児 6 9 11 

2 歳児 10 11 12 

3 歳児 13 11 12 

4 歳児 14 14 7 

柿原幼稚園 
4 歳児 14 4 12 

5 歳児 17 31 20 

小計 80 87 75 

合計 215 218 191 



 

 

~ 62 ~ 
 

（土成） 

保育所名 年齢 
平成 23.24 年度保は 3月 1日、平成 25年度幼保は 5月 1日現在 

平成 23 年度 平成 24 年度 平成 25 年度 

土成中央 

保育所 

0 歳児 15 7 6 

1 歳児 29 38 21 

2 歳児 35 32 52 

3 歳児 36 41 32 

4 歳児 0 0 0 

土成中央 

幼稚園 

4 歳児 67 41 54 

5 歳児 75 74 47 

合計 257 233 212 

 

 

 

（市場） 

保育所名 年齢 
平成 23.24 年度保は 3月 1日、平成 25年度幼保は 5月 1日現在 

平成 23 年度 平成 24 年度 平成 25 年度 

八幡第一 

保育所 

0 歳児 0 0 0 

1 歳児 0 0 0 

2 歳児 10 10 0 

3 歳児 15 14 10 

4 歳児 21 14 9 

八幡幼稚園 
4 歳児 4 5 7 

5 歳児 16 26 17 

小計 66 69 43 

八幡第二 

保育所 

0 歳児 7 13 3 

1 歳児 18 10 12 

2 歳児 1 0 8 

小計 26 23 23 
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（市場） 

保育所名 年齢 
平成 23.24 年度保は 3月 1日、平成 25年度幼保は 5月 1日現在 

平成 23 年度 平成 24 年度 平成 25 年度 

市場保育所 

0 歳児 0 0 0 

1 歳児 0 0 0 

2 歳児 20 15 12 

3 歳児 22 26 19 

4 歳児 19 13 18 

市場幼稚園 
4 歳児 17 22 26 

5 歳児 29 37 34 

小計 107 113 109 

大俣保育所 

0 歳児 0 4 0 

1 歳児 6 11 12 

2 歳児 11 11 11 

3 歳児 13 15 12 

4 歳児 12 3 2 

大俣幼稚園 
4 歳児 8 12 13 

5 歳児 24 21 16 

小計 74 77 66 

合計 273 282 241 
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（阿波） 

保育所名 年齢 
平成 23.24 年度保は 3月 1日、平成 25年度幼保は 5月 1日現在 

平成 23 年度 平成 24 年度 平成 25 年度 

久勝保育所 

0 歳児 9 16 7 

1 歳児 19 11 23 

2 歳児 26 19 18 

3 歳児 27 31 20 

4 歳児 21 23 29 

久勝幼稚園 
4 歳児 10 4 6 

5 歳児 23 33 29 

小計 135 137 132 

伊沢保育所 

0 歳児 6 9 1 

1 歳児 14 24 10 

2 歳児 17 18 21 

3 歳児 25 19 24 

4 歳児 25 23 14 

伊沢幼稚園 
4 歳児 11 4 5 

5 歳児 26 38 28 

小計 124 135 103 

林保育所 

0 歳児 6 9 6 

1 歳児 14 8 17 

2 歳児 24 15 12 

3 歳児 24 24 19 

4 歳児 20 23 24 

林幼稚園 
4 歳児 9 4 10 

5 歳児 36 29 31 

小計 133 112 119 

合計 392 384 354 
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策定にあたっては、幼保連携施設整備検討委員会及び作業チーム担当者会議等で話し合われた内容をまと

め、計画に反映させる 

       

 
 

 

 

○委員会等開催状況 

 

【検討委員会：於 市場住民センター・市場コミセン】 

第１回 平成 23年 10 月  4 日・・・10：00～基本計画等概要説明・課題抽出・協議 

第 2回 平成 23年 10 月 31 日・・・15：00～第 1次作業チームのまとめ報告・承認 

                     工程詳細スケジュール・予算 

第 3回 平成 23年 11 月 24 日・・・10：00～基本計画（素案）の提案・承認 

第 4回 平成 23年 12 月 2 日・・・13：30～基本計画（素案）修正案の承認 

【作業チーム担当者会等：於 市場住民センター・吉野支所・一条保育所・八幡幼稚園、小学校】 

平成 23年 10 月  6 日・・・13：00～教育委員会、幼稚園（幼保運営協議 幼稚園まとめ） 

平成 23年 10 月 13 日・・・13：30～福祉部子育て支援課、保育所（幼保運営協議 保育所まとめ）平成 23 年

10 月 18 日・・・13：00～ 周辺整備等作業チーム担当者会（道路整備等協議） 

    同     ・・・14：30～幼保運営等作業チーム担当者会 

                （4歳児保育 共用スペース 特別室 仮設施設協議） 

平成 23年 10 月 25 日・・・14：00～建設課、子育て支援課担当事前打ち合わせ 

（道路整備等スケジュール） 

    同     ・・・16：00～財政課、子育て支援課担当事前打ち合わせ 

（予算措置スケジュール） 

平成 23年 10 月 28 日・・・11：00～子育て支援課、業者担当事前打ち合わせ（平面図協議） 

平成 23年 11 月 7 日・・・10：00～一条幼保現場担当者会（平面図協議） 

平成 23年 11 月 10 日・・・13：30～八幡幼保現場担当者会（平面図協議） 

    同     ・・・15：30～八幡小、教育委員会、子育て支援課（仮設協議） 

平成 23年 11 月 15 日・・・13：30～教育委員会、八幡幼小、子育て支援課担当者会（仮設協議） 

平成 23年 11 月 17 日・・・13：30～幼保運営等作業チーム担当者会（素案の（案）最終協議） 

 平成 23年 11 月 28 日・・・14：00～子育て支援課、業者担当事前打ち合わせ（素案） 

 平成 23年 11 月 29 日・・・13：30～幼保運営等作業チーム担当者会（素案の修正案協議） 

【会議に要する事前打ち合わせ：於 本庁】 

平成 23 年 9 月 30 日・・・16：00～第 1回検討委員会設置内容等 

平成 23年 10 月 31 日・・・ 9：00～第 2回検討委員会協議内容等 

平成 23年 11 月 18 日・・・13：00～第 3回検討委員会素案提案等 

平成 23年 12 月 1 日・・・15：00～第 4回検討委員会素案修正確認等 

検討委員会 

（幼保運営等）      
教育委員会・幼稚園・  
子育て支援課・保育所 

（周辺整備等）    
建設課・教育委員会・子育
て支援課・幼稚園・保育所       

（財源・廃止施設の利用等）
財政課・教育委員会・子育

て支援課 

作 業 チ ー ム 

★組織図 
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